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社会保険診療報酬支払基金 本部 経営企画部 広報室 広報課
TEL：03-3591-7441　内線：753・755　9時〜 17時30分（土、日、祝日、年末年始を除く）

メールアドレスの登録は次のいずれかの方法によりお願いします。
登録方法は、支払基金ホームページでもご案内しています。
支払基金ホームページ（https://www.ssk.or.jp/）トップページ→広報誌・メルマガ→「支払基金メールマガジン」のご案内

保険者等
（保険者団体を含む）へ

配信している情報
　レセプトデータおよび請求
関係帳票データがオンライン
請求システムからダウンロー
ド可能になったという情報

空メールによる登録方法 Web上の登録ページからの登録方法 
メールの宛先を右の２次元バーコードから読
み込み、空メールを送信します。
または、宛先欄に次のアドレスを直接入力し、
空メールを送信します。
空メールの送信先：toroku@mail.ssk.or.jp

アクセス先を右の２次元バーコードから読み
込み、ブラウザよりWebページにアクセス
し、登録するメールアドレスを入力します。
返信メールに記載されている登録フォームへ
アクセスし、必要な項目をご入力ください。

医療機関等
（診療担当者団体を含む）へ

配信している情報
　返戻レセプトデータ、増減点
連絡書データおよび振込額明細
データ等がオンライン請求シス
テムからダウンロード可能にな
ったという情報

　ドメイン指定受信等を設定されている場
合、返信メールが届かない場合がありま
す。

「ssk@mail.ssk.or.jp」からのメールを受信できる
ように設定する必要があります。

　配信されているメールに掲載されている 
「登録内容の変更」でメールアドレスの
変更はできません。

お手数ですが、現在登録しているアドレスを配信
停止手続き後に、変更後のアドレスを新規登録願
います。　

　メールマガジンに掲載のリンク先は、支
払基金ホームページ（https://www.ssk.
or.jp/）へ移行するよう設定しているた

め安全です。
（※診療報酬情報提供サービスについては、厚生労働省が運用する
ホームページ（http://www.iryohoken.go.jp/）をご案内しています。）

　登録された情報は厳正に管理し、IP制限
や、二要素認証機能などのアクセス制御
機能を付加することにより、不正アクセ

スを遮断し、情報漏えいのリスクから守っていま
す。　

保険者・医療機関等共通の配信情報
①オンライン請求システム等に障害が発生

した場合の緊急連絡
②電子レセプトの記録条件仕様、レセ電の

基本マスターおよび電子点数表が更新さ
れたという情報

③厚生労働省から連絡文書（疑義解釈、保
険適用等）が発出されたという情報

登録方法

Q&A（よくあるお問い合わせ）

支払基金メールマガジンに
関するお問い合わせ先

支払基金メールマガジンでは以下の情報をインターネットメールで提供しています。

A1

A3

A2

A4

支払基金

支払基金メールマガジンのご案内 もう登録は
お済みですか？

Q2
登録しているメールアドレスを
変更できますか。

Q4
メールマガジンに掲載してある
リンク先は安全ですか。Q3

登録するメールアドレス等の
情報漏えいが心配です。

Q1
登録メールを
送信したのですが、
返信メールが届きません。



四日市・いなばポートライン
（三重県）
表紙イラスト　永吉 秀司

四日市港と伊勢湾岸自動車道みえ川
越インターチェンジを結ぶ臨港道路
で、14年 間 の工 期 を経 て2018年4
月に開通。
竜が空を飛ぶ姿に似たＳ字カーブの
造形から「ドラゴンロード」とも呼
ばれ、夜景の美しさでも知られます。
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基本理念
私たちの使命

私たちは、国民の皆様に信頼
される専門機関として、
診療報酬の「適正な審査」と
「迅速な支払」を通じ、
国民の皆様にとって大切な医
療保険制度を支えます。
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1

を
決
定
の
上
、
開
発
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
に
則
っ

た
設
計
及
び
開
発
を
進
め
ま
し
た
。

イ　

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
チ
ェ
ッ
ク
に
適
し
た
レ
セ

プ
ト
様
式
の
見
直
し
等

ア　

選
択
式
記
載
項
目
に
対
す
る
コ
ン

ピ
ュ
ー
タ
チ
ェ
ッ
ク
の
対
応

　
　
レ
セ
プ
ト
摘
要
欄
の
選
択
式
記
載
項
目

で
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
チ
ェ
ッ
ク
が
未
実
施
の

コ
ー
ド
の
中
か
ら
、
新
た
に
30
コ
ー
ド
に

つ
い
て
チ
ェ
ッ
ク
を
実
施
し
ま
し
た
。

イ　
選
択
式
記
載
項
目
の
拡
充
に
向
け
た
対

応

　
　
選
択
式
記
載
項
目
が
措
置
さ
れ
て
い
な

い
項
目
に
つ
い
て
、
厚
生
労
働
省
に
要
請

し
た
結
果
、
令
和
2
年
度
の
診
療
報
酬
改

定
に
お
け
る
レ
セ
プ
ト
摘
要
欄
の
記
載

項
目
6
1
7
項
目
の
う
ち
5
8
7
項
目

2
1
4
8
コ
ー
ド
（
95
・
1
%
）
が
選
択

式
記
載
項
目
と
し
て
措
置
さ
れ
ま
し
た
。

ウ　

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
チ
ェ
ッ
ク
ル
ー
ル
の
公
開

　
平
成
31
年
1
月
に
公
開
し
た
コ
ン
ピ
ュ
ー

タ
チ
ェ
ッ
ク
ル
ー
ル
に
つ
い
て
、
新
規
事
例

等
を
追
加
・
更
新
の
上
、
令
和
元
年
11
月
に

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
公
開
し
ま
し
た
。

（
令
和
元
年
11
月
現
在
：
8
万
6
3
6
2
事

例
）

　

保
険
医
療
機
関
等
の
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
、

チ
ェ
ッ
ク
条
件
に
つ
い
て
保
険
医
療
機
関
等

の
チ
ェ
ッ
ク
ソ
フ
ト
や
電
子
カ
ル
テ
等
に
取

り
込
み
可
能
な
公
開
形
式
の
検
討
を
進
め
ま

し
た
。

エ　

審
査
結
果
理
由
の
明
確
化

 

・ 

原
審
査
に
お
け
る
審
査
結
果
理
由（
査
定
）

続
き
各
都
道
府
県
に
審
査
委
員
会
が
設
置
さ
れ

る
こ
と
を
念
頭
に
、
審
査
プ
ロ
セ
ス
の
効
率

化
・
高
度
化
の
推
進
や
審
査
結
果
の
不
合
理
な

差
異
の
解
消
に
向
け
た
審
査
支
払
新
シ
ス
テ
ム

の
開
発
及
び
審
査
基
準
の
統
一
化
等
に
つ
い
て

取
り
組
み
ま
し
た
。

　
ま
た
、
平
成
31
年
度
介
護
納
付
金
に
係
る
基

礎
数
値
の
算
定
誤
り
に
対
す
る
再
発
防
止
策
と

し
て
、
平
成
31
年
4
月
に
法
令
等
遵
守
に
取
り

組
む
体
制
等
を
定
め
た
内
部
統
制
に
関
す
る
基

本
方
針
を
策
定
し
、
リ
ス
ク
管
理
委
員
会
を
設

置
し
ま
し
た
。

２　
業
務
効
率
化
・
高
度
化
計
画
に

　
　

係
る
取
組

　
「
業
務
効
率
化
・
高
度
化
計
画
」
に
係
る
主

な
取
組
の
実
施
状
況
は
次
の
と
お
り
で
す
。

⑴　
審
査
プ
ロ
セ
ス
の
効
率
化
・
高
度
化
の
推
進

ア　

審
査
支
払
新
シ
ス
テ
ム
の
構
築

　
業
務
単
位
（「
受
付
」・「
審
査
」・「
支
払
」）

ご
と
に
分
離
調
達
を
実
施
し
、
開
発
事
業
者

の
記
載
割
合
：
96
・
6
％
（
令
和
元
年
度

目
標
：
90
％
）【
令
和
2
年
3
月
審
査
分
】

 

・ 

再
審
査
に
お
け
る
審
査
結
果
理
由
（
原
審

ど
お
り
）
の
記
載
割
合
：
90
・
4
％
（
令

和
元
年
度
目
標
：
70
％
）【
令
和
2
年
3

月
審
査
分
】

オ　

請
求
前
の
段
階
で
レ
セ
プ
ト
の
エ
ラ
ー
を

修
正
す
る
仕
組
み
の
導
入

　

保
険
医
療
機
関
等
に
対
す
る
ニ
ー
ズ
調

査
を
踏
ま
え
、
公
開
し
た
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ

チ
ェ
ッ
ク
（
電
子
点
数
表
、
チ
ェ
ッ
ク
マ
ス

タ
及
び
本
部
点
検
条
件
）
を
Ａ
Ｓ
Ｐ
に
搭
載

す
る
た
め
の
検
討
・
開
発
を
進
め
ま
し
た
。

⑵　
よ
り
公
平
な
審
査
の
実
現
に
向
け
た
審
査
基

準
の
統
一
化

ア　

既
存
の
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
チ
ェ
ッ
ク
ル
ー
ル

の
見
直
し

　
平
成
30
年
4
月
に
策
定
し
た
取
扱
基
準
に

基
づ
く
整
理
を
実
施
し
た
結
果
、
既
存
の
支

部
点
検
条
件
は
、
平
成
29
年
10
月
時
点
の
約

14
万
1
千
件
か
ら
、
直
近
の
令
和
2
年
1
月

時
点
で
約
2
万
2
千
件
ま
で
減
少
し
ま
し
た
。

イ　

審
査
基
準
の
統
一
化

ア　
統
一
し
た
審
査
基
準
の
策
定
及
び
公
表

の
促
進

　
　
支
払
基
金
と
国
民
健
康
保
険
中
央
会
に

お
い
て
同
じ
取
扱
い
と
さ
れ
た
事
例
に
つ

い
て
、
公
表
に
向
け
て
調
整
中
で
す
。

　
　
審
査
情
報
提
供
事
例
に
つ
い
て
は
、
厚

生
労
働
省
か
ら
検
討
依
頼
さ
れ
た
医
薬
品

の
適
応
外
使
用
で
13
事
例
、
支
部
間
の
取

扱
い
に
差
異
が
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
事
例

の
う
ち
、
審
査
の
取
扱
い
が
概
ね
一
致
し

特集1
　

令
和
元
年
度
に
お
け
る
支
払
基
金
の
取
組
を
「
事
業
状
況
報
告
書
」
と
し
て
取

り
ま
と
め
6
月
の
理
事
会
の
議
決
を
経
て
厚
生
労
働
大
臣
に
報
告
し
ま
し
た
。
概

要
は
次
の
と
お
り
で
す
。

令
和
元
年
度  

事
業
の
実
施
状
況
に
つ
い
て

事
業
の
実
施
状
況

１　
令
和
元
事
業
年
度
に
お
け
る

　
　

 

事
業
の
概
況

　
令
和
元
年
5
月
に
支
払
基
金
法
の
改
正
を
盛

り
込
ん
だ
「
医
療
保
険
制
度
の
適
正
か
つ
効
率

的
な
運
営
を
図
る
た
め
の
健
康
保
険
法
等
の
一

部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
元
年
法
律
第
9

号
）」
が
成
立
し
た
こ
と
を
受
け
、「
審
査
事
務

集
約
化
計
画
工
程
表
」
を
策
定
し
、
令
和
2
年

3
月
に
公
表
し
ま
し
た
。

　
令
和
元
年
度
の
事
業
運
営
に
お
い
て
は
、
令

和
4
年
10
月
に
職
員
に
よ
る
レ
セ
プ
ト
事
務
点

検
業
務
の
実
施
場
所
が
全
国
14
か
所
の
審
査
事

務
セ
ン
タ
ー
に
集
約
さ
れ
る
こ
と
並
び
に
引
き

Ⅰ
診
療
報
酬
の

審
査
支
払
業
務

2月刊基金 July 2020



た
診
療
行
為
で
6
事
例
（
医
科
2
事
例
、

歯
科
4
事
例
）
を
そ
れ
ぞ
れ
支
払
基
金

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
公
表
し
ま
し
た
。

イ　
審
査
の
機
能
強
化
に
向
け
た
取
組

ウ　
自
動
的
な
レ
ポ
ー
テ
ィ
ン
グ
機
能
の
導

入

　
　
令
和
3
年
9
月
の
審
査
支
払
新
シ
ス
テ

ム
稼
働
時
の
実
装
に
向
け
、「
審
査
の
一

般
的
な
取
扱
い
事
例
」、「
中
央
検
討
委
員

会
に
お
け
る
継
続
検
討
事
例
」、「
多
く
の

付
箋
が
つ
く
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
チ
ェ
ッ
ク
に

お
け
る
審
査
結
果
の
差
異
」
な
ど
の
見
え

る
化
の
検
討
を
し
ま
し
た
。

ウ　

審
査
委
員
会
の
在
り
方
の
見
直
し

　
審
査
委
員
の
柔
軟
な
勤
務
形
態
を
可
能
と

す
る
サ
テ
ラ
イ
ト
方
式
に
よ
る
審
査
の
実
施

方
法
等
に
つ
い
て
検
討
を
行
い
ま
し
た
。

エ　

本
部
審
査
の
拡
大
等

　

審
査
事
務
集
約
後
の
審
査
事
務
セ
ン

タ
ー
と
特
別
審
査
委
員
会
の
役
割
を
踏
ま
え

た
本
部
審
査
の
更
な
る
拡
大
に
つ
い
て
検
討

を
進
め
ま
し
た
。

　
ま
た
、
再
審
査
（
再
々
審
査
）
の
仕
組
み

を
改
善
し
、
令
和
2
年
4
月
受
付
分
よ
り
運

用
を
開
始
し
て
い
ま
す
。

⑶　
支
部
組
織
の
集
約
化
な
ど
、組
織
の
在
り
方
の

見
直
し

ア　

支
部
組
織
の
見
直
し

　
「
審
査
事
務
集
約
化
計
画
工
程
表
」
を
令

和
2
年
3
月
に
公
表
し
ま
し
た
。

　

当
該
工
程
表
で
は
、「
審
査
支
払
新
シ
ス

テ
ム
」
及
び
「
業
務
の
棚
卸
し
」
の
二
本
の

柱
を
確
実
に
実
施
し
、
令
和
4
年
10
月
に
中

化
を
図
り
ま
し
た
。

３　
適
正
な
レ
セ
プ
ト
提
出
に
向
け  

      

た
取
組

　
保
険
医
療
機
関
等
に
お
け
る
適
正
な
保
険
診

療
の
確
保
へ
の
貢
献
及
び
審
査
業
務
の
効
率
化

の
促
進
に
資
す
る
取
組
と
し
て
、
次
の
方
策
を

重
点
的
に
取
り
組
み
ま
し
た
。

⑴　

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
チ
ェ
ッ
ク
ル
ー
ル
の
公
開

（
再
掲
）

⑵　
審
査
結
果
理
由
の
明
確
化
（
再
掲
）

⑶　
診
療
担
当
者
団
体
等
及
び
保
険
者
、
保
険

者
団
体
と
の
打
合
せ
会
等

ア　

診
療
担
当
者
団
体
等

　
適
正
な
レ
セ
プ
ト
提
出
の
促
進
の
た
め
、

診
療
担
当
者
団
体
で
開
催
す
る
説
明
会
へ
の

参
画
や
保
険
医
療
機
関
に
対
し
て
説
明
会
を

開
催
し
ま
し
た
。

イ　

保
険
者
及
び
保
険
者
団
体

　
令
和
2
年
3
月
時
点
に
お
い
て
1
支
部
当

た
り
24
回
実
施
し
ま
し
た
。

（
目
標
：
1
支
部
当
た
り
22
回
）

⑷　
保
険
医
療
機
関
等
へ
の
改
善
要
請

ア　

電
話
連
絡
、
面
接
懇
談
等
に
よ
る
改
善
要

請
　
審
査
結
果
を
通
知
し
改
善
が
見
ら
れ
な
い

事
例
等
に
つ
い
て
、
そ
の
根
拠
と
な
る
保
険

診
療
ル
ー
ル
や
医
学
的
判
断
に
関
す
る
説
明

を
行
い
、
適
正
な
レ
セ
プ
ト
提
出
の
促
進
に

努
め
ま
し
た
。

　
ま
た
、
算
定
ル
ー
ル
の
誤
り
に
対
す
る
改

善
要
請
に
つ
い
て
、
全
支
部
統
一
し
た
実
施

プ
ロ
セ
ス
の
策
定
を
行
い
、
令
和
2
年
度
か

核
審
査
事
務
セ
ン
タ
ー
を
全
国
6
か
所
、
一

般
の
審
査
事
務
セ
ン
タ
ー
を
全
国
4
か
所
、

審
査
事
務
セ
ン
タ
ー
分
室
を
全
国
4
か
所
の

各
拠
点
に
設
置
し
、
審
査
事
務
を
集
約
し
て

い
く
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

イ　

人
員
体
制
の
ス
リ
ム
化
と
高
度
化

　
令
和
元
年
度
の
職
員
定
員
は
、
前
年
度
か

ら
73
人
の
定
員
削
減
と
し
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、
審
査
事
務
集
約
に
向
け
て
新
た
な

人
事
制
度
の
検
討
を
進
め
て
い
ま
す
。

⑷　
そ
の
他
の
取
組

ア　

手
数
料
体
系
の
見
直
し

　
「
簡
素
な
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
チ
ェ
ッ
ク
で
完

結
す
る
レ
セ
プ
ト
」
を
対
象
と
し
た
新
た
な

手
数
料
体
系
に
つ
い
て
保
険
者
団
体
と
意
見

交
換
を
開
始
し
ま
し
た
。

イ　

業
務
棚
卸
等
に
よ
る
効
率
化
の
推
進

ア　
オ
ン
ラ
イ
ン
に
よ
る
再
審
査
請
求
の
促

進
等

　
　

オ
ン
ラ
イ
ン
に
よ
る
再
審
査
請
求
を

実
施
し
て
い
な
い
保
険
者
等
の
う
ち
、

1
2
2
保
険
者
等
へ
個
別
訪
問
懇
談
等
を

実
施
し
協
力
要
請
を
行
い
ま
し
た
。

　
（
令
和
元
年
度
に
オ
ン
ラ
イ
ン
再
審
査
請

求
の
体
制
を
整
備
し
た
保
険
者
：
91
健
保

組
合
）

イ　
業
務
処
理
の
標
準
化

　
　
審
査
事
務
集
約
を
見
据
え
、
令
和
元
年

10
月
処
理
か
ら
業
務
処
理
手
順
の
標
準
化
、

ま
た
、
令
和
2
年
2
月
に
全
支
部
統
一
的

な
業
務
処
理
工
程
・
手
順
の
た
め
の
業
務

処
理
標
準
マ
ニ
ュ
ア
ル
等
を
作
成
し
、
令

和
2
年
4
月
処
理
か
ら
業
務
処
理
の
標
準

ら
全
支
部
で
試
行
的
に
実
施
す
る
こ
と
と
し

ま
し
た
。

イ　

広
報
誌
及
び
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
よ
る
情
報

提
供

⑸　
数
値
目
標
の
策
定
に
向
け
た
審
査
に
関
す

る
取
組
効
果
の
把
握

⑹　
審
査
に
関
す
る
苦
情
等
相
談
窓
口
の
対
応

⑺　
未
コ
ー
ド
化
傷
病
名
の
改
善
要
請

⑻　
レ
セ
プ
ト
電
算
処
理
シ
ス
テ
ム
の
整
備
と
運

用
⑼　
電
子
点
数
表
の
作
成
及
び
公
表

４　
人
材
育
成
・
組
織
強
化
に
関
す 

      

る
取
組

　
審
査
・
支
払
や
保
険
診
療
に
関
す
る
専
門
知

識
を
も
っ
た
人
材
の
育
成
、
保
有
す
る
人
材
や

ノ
ウ
ハ
ウ
を
活
用
し
た
業
務
の
拡
大
や
内
部
統

制
シ
ス
テ
ム
の
整
備
に
向
け
た
組
織
強
化
に
取

り
組
み
ま
し
た
。

⑴　
ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィ
の
推
進

　
職
員
の
多
様
性
を
尊
重
し
、
職
員
一
人
ひ

と
り
が
活
躍
・
成
長
で
き
る
職
場
環
境
づ
く

り
を
推
進
す
る
た
め
、
次
の
方
策
に
取
り
組

み
ま
し
た
。

ア　

障
が
い
者
雇
用
の
推
進

イ　

定
年
退
職
者
の
知
識
・
能
力
・
経
験
の
活

用
ウ　

女
性
活
躍
の
推
進

⑵　
人
材
育
成
の
推
進

　
本
部
の
管
理
職
を
対
象
に
職
員
の
先
頭
に

立
っ
て
改
革
を
推
進
し
て
い
く
リ
ー
ダ
ー
を

育
成
す
る
た
め
の
研
修
等
を
実
施
し
ま
し
た
。

ア　

職
務
能
力
に
関
す
る
研
修

月刊基金 July 20203



4

2

表
１

表
２

3

イ　

審
査
事
務
に
関
す
る
研
修

ウ　

ス
キ
ル
ア
ッ
プ
に
関
す
る
研
修
等

⑶　
支
払
基
金
の
保
有
す
る
人
材
や
ノ
ウ
ハ
ウ
を

活
用
し
た
業
務
の
拡
大

ア　

地
方
単
独
医
療
費
助
成
事
業
に
係
る
審
査

支
払
業
務
の
拡
大

　
16
都
道
県
（
1
0
3
市
区
町
村
）
の
地
方

単
独
医
療
費
助
成
事
業
を
新
規
受
託
し
ま
し

た
。

　
受
託
件
数
は
約
1
億
4
4
9
3
万
件
（
対

前
年
度
比
14
・
5
%
増
）
で
し
た
。

イ　

柔
道
整
復
療
養
費
等
の
審
査
支
払
業
務
の

受
託

　
既
に
協
会
け
ん
ぽ
の
都
道
府
県
支
部
に
柔

道
整
復
療
養
費
審
査
委
員
会
が
設
置
さ
れ
て

い
る
こ
と
等
を
踏
ま
え
、
合
理
性
・
効
率
性

が
乏
し
い
と
判
断
し
ま
し
た
。

ウ　

デ
ー
タ
分
析
等
に
関
す
る
業
務

⑷　
内
部
統
制
シ
ス
テ
ム
の
整
備

　
法
令
等
遵
守
に
取
り
組
む
体
制
と
し
て
次

の
規
程
等
を
整
備
し
ま
し
た
。

・ 「
内
部
統
制
に
関
す
る
基
本
方
針
」
の

策
定
（
平
成
31
年
4
月
）

・ 「
内
部
通
報
規
程
」
の
策
定
（
令
和
元

年
6
月
）

・ 「
内
部
通
報
窓
口
」
の
設
置
（
令
和
元

年
7
月
）

５　
現
行
業
務
運
営
の
品
質
維
持
・

      

向
上
に
向
け
た
取
組

　
令
和
元
年
度
に
お
い
て
も
業
務
運
営
の
品
質

維
持
・
向
上
に
関
す
る
取
組
を
引
き
続
き
実
施

し
ま
し
た
。

⑴　
請
求
支
払
業
務

ア　

診
療
報
酬
等
の
収
納
と
迅
速
・
適
正
な
支

払
イ　

出
産
育
児
一
時
金
等
の
請
求
支
払

ウ　

70
歳
代
前
半
の
被
保
険
者
等
に
係
る
一
部

負
担
金
等
の
軽
減
特
例
措
置
の
事
務
処
理

⑵　
事
業
運
営
に
関
す
る
事
項

ア　

元
号
変
更
に
伴
う
対
応

イ　

医
療
保
険
者
等
向
け
中
間
サ
ー
バ
等
の
運

用
ウ　

医
療
費
等
の
動
向
に
関
す
る
分
析

エ　

Ｉ
Ｔ
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
確
立

オ　

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
の
強
化

　
受
信
メ
ー
ル
の
開
封
に
よ
る
イ
ン
シ
デ
ン

ト
時
の
初
動
対
応
の
課
題
を
踏
ま
え
、「
支

払
基
金
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
ポ
リ
シ
ー
」
の

一
部
改
正
を
行
い
ま
し
た
。

カ　

特
定
個
人
情
報
（
個
人
番
号
）
に
係
る
管

理
キ　

競
争
原
理
を
働
か
せ
た
調
達

ク　

保
有
宿
舎
の
整
理
合
理
化

　
令
和
元
年
度
売
却
対
象
物
件
に
つ
い
て
競

争
入
札
を
行
い
、
全
て
の
物
件
に
つ
い
て
適

正
な
価
格
に
よ
る
売
却
が
完
了
し
ま
し
た
。

ケ　

予
算
及
び
決
算
に
お
け
る
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ

ク
ル

⑶　
組
織
運
営
等
に
関
す
る
事
項

ア　

災
害
発
生
時
の
事
業
の
継
続
に
関
す
る
取

組
　
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
防
止
等
へ
の

対
策
を
講
じ
た
上
で
、「
新
型
イ
ン
フ
ル
エ

ン
ザ
等
感
染
症
に
対
す
る
事
業
継
続
計
画
」

等
の
一
部
改
正
を
行
い
ま
し
た
。

表
３

契
約
保
険
者
数
の
状
況

　
令
和
元
年
度
に
お
け
る
契
約
保
険
者
数
の
状

況
は
表
1
の
と
お
り
で
す
。

診
療
報
酬
等
の

取
扱
件
数
・
金
額
の
状
況

　
令
和
元
年
度
の
取
扱
件
数
は
11
億
６
２
２
９

万
件
、
金
額
は
12
兆
９
９
７
５
億
円
で
す
。

　
こ
れ
を
前
年
度
と
比
較
す
る
と
、
件
数
は
３

９
９
８
万
件
の
増
、
金
額
は
４
６
３
９
億
円
の

増
と
な
り
ま
し
た
。

１　
管
掌
別
取
扱
件
数
・
金
額

　
件
数
を
前
年
度
と
比
較
す
る
と
、
医
療
保
険

は
２
・
２
％
の
増
、
各
法
は
９
・
７
％
の
増
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　
金
額
に
つ
い
て
は
、
医
療
保
険
は
３
・
８
％

の
増
、
各
法
は
３
・
３
％
の
増
と
な
っ
て
い
ま

す
。２　

診
療
種
別
取
扱
件
数
・
金
額

　

件
数
を
前
年
度
と
比
較
す
る
と
、
医
科
は

２
・
９
％
の
増
、
歯
科
は
５
・
７
％
の
増
、
調

剤
は
３
・
８
％
の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
金
額
に
つ
い
て
は
、
医
科
は
３
・
３
％
の
増
、

歯
科
は
３
・
７
％
の
増
、
調
剤
は
４
・
９
％
の

増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

決
算
の
概
況

１　
一
般
会
計
事
業
費
勘
定

　
保
険
者
か
ら
診
療
報
酬
を
収
納
し
、
保
険
医

療
機
関
等
へ
支
払
う
診
療
報
酬
を
経
理
し
て
い

る
勘
定
で
す
。

⑴　
貸
借
対
照
表

　
資
産
の
部
の
「
流
動
資
産
」
の
「
現
金
及

び
預
金
」
及
び
「
有
価
証
券
」
は
、
共
済
組

合
及
び
健
康
保
険
組
合
か
ら
預
か
っ
て
い
る

委
託
金
、
公
費
各
法
分
等
の
概
算
金
及
び
保

険
医
療
機
関
等
へ
支
払
う
診
療
報
酬
か
ら
源

泉
控
除
し
て
い
る
所
得
税
の
預
り
金
で
す
。

「
未
収
入
金
」
は
主
に
再
審
査
請
求
の
結
果
、

過
払
い
と
な
っ
て
い
る
診
療
報
酬
で
す
。

　
負
債
の
部
の
Ⅰ
の
「
流
動
負
債
」
は
、
令

和
元
年
度
内
に
債
務
が
確
定
し
て
い
る
未
払

金
、
令
和
2
年
2
月
診
療
分
の
公
費
各
法
の

概
算
請
求
額
で
あ
る
前
受
金
及
び
保
険
医
療

機
関
等
へ
支
払
う
診
療
報
酬
か
ら
源
泉
控
除

し
て
い
る
所
得
税
の
預
り
金
で
す
。

　
Ⅱ
の
「
固
定
負
債
」
は
、
共
済
組
合
及
び

健
康
保
険
組
合
か
ら
預
か
っ
て
い
る
委
託
金

で
す
。

　
資
産
合
計
と
負
債
合
計
は
同
額
と
な
り
ま

す
。

⑵　
損
益
計
算
書

　
業
務
損
益
の
部
の
Ⅰ
の
「
業
務
収
益
」
は
、

保
険
者
等
へ
の
診
療
報
酬
請
求
額
で
あ
り
、

Ⅱ
の
「
業
務
費
用
」
は
保
険
医
療
機
関
等
へ

の
診
療
報
酬
の
支
払
額
で
す
。「
業
務
収
益
」

と
「
業
務
費
用
」
は
、
同
額
と
な
り
、
業
務

表
４

表
５

イ　

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
の
徹
底

ウ　

監
査
の
実
施

エ　

広
報
、
広
聴
の
強
化
・
充
実

4月刊基金 July 2020



表２●令和元年度管掌別取扱件数・金額
（平成31年3月診療分～令和2年2月診療分）

注１  表中の「－」は掲げる計数がないものを表す。
注２  千件未満及び百万円未満は四捨五入とした。

管　掌　別
件　数 金　額

対
前年度比

構成
割合

対
前年度比

構成
割合

総　計
千件 ％ ％ 百万円 ％ ％

1,162,290 103.6 100.0 12,997,535 103.7 100.0

医
療
保
険

計 937,261 102.2 80.6 10,348,922 103.8 79.6

協会けんぽ
（健康保険） 487,324 104.7 41.9 5,739,319 106.0 44.2

協会けんぽ
（船員保険） 1,355 99.9 0.1 19,007 102.0 0.1

共済組合 103,884 101.1 8.9 1,037,266 102.1 8.0

健保組合 344,698 99.2 29.7 3,553,330 100.9 27.3

老人保健 △ 0 － 0.0 △ 1 － 0.0

各法計 225,029 109.7 19.4 2,648,614 103.3 20.4

各　

法

自衛官等 968 102.6 0.1 11,998 103.7 0.1

生活保護 47,831 100.3 4.1 1,784,952 101.2 13.7

戦傷病者 0 113.3 0.0 0 6.0 0.0

自立支援 22,849 105.6 2.0 368,426 102.2 2.8

児童福祉 42 94.5 0.0 3,460 98.3 0.0

原爆医療 179 79.4 0.0 4,895 94.6 0.0

精神保健 14 103.1 0.0 5,521 104.3 0.0

麻薬取締 － － － － － －

母子保健 59 98.5 0.0 6,993 99.1 0.1

中国残留邦人等 212 98.5 0.0 6,067 98.4 0.0

感染症 85 97.8 0.0 1,984 87.5 0.0

医療観察 23 97.9 0.0 15,872 97.7 0.1

肝炎等治療 224 93.0 0.0 4,160 86.2 0.0

老人被爆 － － － － － －

特定疾患等 378 98.7 0.0 2,144 101.9 0.0

小児慢性 1,232 103.6 0.1 25,835 104.6 0.2

措置等医療 603 104.6 0.1 11,152 110.1 0.1

難病医療 5,382 103.8 0.5 99,734 114.1 0.8

特定Ｂ型肝炎 17 132.1 0.0 81 132.1 0.0

石綿救済 5 116.8 0.0 162 104.0 0.0

自治体医療 144,926 114.5 12.5 295,178 116.2 2.3

保険者の種類 30年度末
現在

元年度中 元年度末
現在増 減

全国健康保険協会
（健康保険） 1 　 　 1

全国健康保険協会
（船員保険） 1 　 　 1

共済組合 85 　 　 85

健保組合 1,391 10 13 1,388

政府（自衛官等） 1 　 　 1

その他の各法 13,824 98 　 13,922

合計 15,303 108 13 15,398

表１●令和元年度契約保険者数の状況

利
益
は
発
生
し
て
い
ま
せ
ん
。

　

業
務
外
損
益
の
部
の
Ⅰ
の
「
業
務
外
収

益
」
は
、
委
託
金
等
の
運
用
か
ら
発
生
し
た

受
取
利
息
及
び
譲
渡
性
預
金
に
よ
る
有
価
証

券
利
息
並
び
に
診
療
報
酬
等
の
納
入
の
遅
延

に
対
し
て
発
生
し
た
延
滞
金
収
入
で
す
。
こ

の
業
務
外
収
益
は
、
Ⅱ
の
業
務
外
費
用
と
し

て
事
務
費
勘
定
へ
繰
入
れ
て
い
ま
す
。

　
こ
の
結
果
、
当
期
純
利
益
は
発
生
し
ま
せ

ん
。

２　
一
般
会
計
事
務
費
勘
定

　
診
療
報
酬
に
係
る
事
務
処
理
に
要
す
る
費
用

を
経
理
し
て
い
る
勘
定
で
す
。

⑴　
貸
借
対
照
表

　
資
産
の
部
の
Ⅰ
の
「
流
動
資
産
」
の
「
現

金
及
び
預
金
」
及
び
「
有
価
証
券
」
の
内
訳

は
、
別
途
積
立
預
金
、
Ｉ
Ｔ
化
推
進
経
費
積

立
預
金
、
施
設
及
び
設
備
準
備
積
立
預
金
、

未
払
消
費
税
及
び
退
職
給
付
引
当
預
金
等
で

す
。「
未
収
事
務
費
」
は
令
和
2
年
2
月
診

療
分
に
係
る
事
務
費
収
入
で
す
。「
そ
の
他
の

流
動
資
産
」
は
レ
セ
プ
ト
電
子
デ
ー
タ
提
供

料
等
の
未
収
入
金
で
す
。

　

Ⅱ
の
「
固
定
資
産
」
の
「
有
形
固
定
資

産
」
は
、
建
物
等
の
減
価
償
却
累
計
額
を
控

除
し
た
額
、「
無
形
固
定
資
産
」
は
、主
に
開

発
中
の
審
査
支
払
新
シ
ス
テ
ム
等
の
ソ
フ
ト

表
６

表
７

ウ
ェ
ア
を
計
上
し
て
い
る
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
仮

勘
定
で
あ
り
、「
投
資
そ
の
他
の
資
産
」
は
、

借
上
げ
宿
舎
の
敷
金
及
び
保
証
金
等
で
す
。

　
負
債
の
部
の
Ⅰ
の
「
流
動
負
債
」
は
、
令

和
元
年
度
内
に
債
務
が
確
定
し
た
取
引
等
の

う
ち
、
未
払
い
と
な
っ
て
い
る
経
費
等
で
す
。

　
Ⅱ
の
「
固
定
負
債
」
の
「
退
職
給
付
引
当

金
」
は
、
令
和
元
年
度
末
に
お
け
る
退
職
一

時
金
及
び
年
金
基
金
に
係
る
退
職
給
付
債

務
額
で
す
。
ま
た
、「
そ
の
他
の
固
定
負
債
」

は
、
令
和
3
年
度
以
降
に
支
払
が
到
来
す
る

長
期
リ
ー
ス
債
務
額
等
で
す
。

　
資
本
の
部
の
「
利
益
剰
余
金
」
は
、
前
年

度
末
利
益
剰
余
金
7
3
6
・
2
億
円
か
ら
損

益
計
算
書
の
当
期
未
処
理
損
失
28
・
9
億
円

を
控
除
し
た
7
0
7
・
3
億
円
と
な
り
ま
す
。

⑵　
損
益
計
算
書

　
「
業
務
収
益
」
は
主
に
、
平
成
31
年
3
月

診
療
分
か
ら
令
和
2
年
2
月
診
療
分
レ
セ
プ

ト
の
審
査
及
び
支
払
業
務
を
実
施
す
る
た
め

に
必
要
な
事
務
費
収
入
で
す
。

　
「
業
務
費
用
」
は
主
に
、
給
与
等
の
人
件

費
、
審
査
委
員
会
費
及
び
委
託
費
等
の
物
件

費
で
す
。

　
「
業
務
外
収
益
」
は
、
受
取
利
息
及
び
事

業
費
勘
定
か
ら
の
受
入
（
事
業
費
勘
定
で
発

生
し
た
受
取
利
息
等
）
で
す
。

　
「
業
務
外
費
用
」
は
主
に
、
総
務
経
理
管

理
シ
ス
テ
ム
の
リ
ー
ス
等
に
伴
い
発
生
し
た

支
払
利
息
等
で
す
。

　
「
特
別
利
益
」
は
、
宿
舎
売
却
に
伴
う
売

却
益
で
す
。

　
「
特
別
損
失
」
は
、
固
定
資
産
の
処
分
に
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表５●令和元事業年度一般会計事業費勘定損益計算書
（平成31年4月1日～令和2年3月31日）

注　千円未満は切り捨てとした。

区分 金額

〔経常損益の部〕 千円 千円

（業務損益の部）
Ⅰ 業務収益
　診療報酬収入 13,263,733,305 13,263,733,305

Ⅱ 業務費用
　診療報酬支出 13,263,733,305 13,263,733,305

　業務利益 －

（業務外損益の部）
Ⅰ 業務外収益
　１ 受取利息 331

　２ 有価証券利息 4,759

　３ 延滞金収入 25 5,116

Ⅱ 業務外費用
　     事務費勘定へ繰入 5,116 5,116

　経常利益 －

当期純利益 －

表４●令和元事業年度一般会計事業費勘定貸借対照表
（令和2年3月31日現在）

注　千円未満は切り捨てとした。

資産の部 負債の部

区分 金額 区分 金額

（資産の部） 千円 （負債の部） 千円

流動資産 Ⅰ 流動負債
　１ 現金及び預金 191,651,143 　１ 未払金 24,310,066

　２ 有価証券 66,303,811 　２ 前受金 187,140,444

　３ 未収入金 21,898,636 　３ 預り金 12,305,034

　４ その他の流動資産 737 　４ その他の流動負債 348

　流動資産合計 279,854,328 　流動負債合計 223,755,893

Ⅱ 固定負債
　預り委託金 56,098,435

　固定負債合計 56,098,435

資産合計 279,854,328 負債合計 279,854,328

表３●令和元年度診療種別取扱件数・金額
（平成31年3月診療分～令和2年2月診療分）

注１  「総計」欄の件数は、食事・生活療養費を除く数値である。
注２   千件未満及び百万円未満は四捨五入とした。

診療種別
件　数 金　額

対
前年度比

構成
割合

対
前年度比

構成
割合

総　計
千件 ％ ％ 百万円 ％ ％

1,162,290 103.6 100.0 12,997,535 103.7 100.0

医
科

計 616,034 102.9 53.0 9,130,278 103.3 70.2

入　院 10,284 101.5 0.9 4,183,307 102.7 32.2

入院外 605,750 102.9 52.1 4,946,971 103.8 38.1

歯　科 153,077 105.7 13.2 1,201,820 103.7 9.2

調　剤 391,362 103.8 33.7 2,466,929 104.9 19.0

食事・生活療養費 8,392 100.4 － 103,983 98.5 0.8

訪 問 看 護 1,817 116.7 0.2 94,525 118.3 0.7

伴
う
固
定
資
産
除
却
損
及
び
減
損
損
失
等
で

す
。

　
こ
れ
ら
の
収
益
及
び
特
別
利
益
か
ら
費
用

及
び
特
別
損
失
を
差
引
い
た
額
が
当
期
純
損

失
と
な
り
ま
す
。

　
な
お
、
当
期
未
処
理
損
失
は
定
款
の
定
め

に
よ
り
積
立
金
か
ら
取
り
崩
す
こ
と
と
な
り

ま
す
。

３　
一
般
会
計
社
会
保
障
・
税
番
号

　
　

 

制
度
勘
定

　
医
療
保
険
者
等
向
け
中
間
サ
ー
バ
等
に
つ
い

て
、
社
会
保
障
・
税
番
号
制
度
に
お
け
る
情
報

提
供
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
通
じ
た
情
報
照
会
・
提

供
及
び
本
人
確
認
に
関
す
る
事
務
並
び
に
運

用
・
保
守
に
関
す
る
業
務
に
要
す
る
費
用
を
経

理
し
て
い
る
勘
定
で
す
。

⑴　
貸
借
対
照
表

　
資
産
の
部
の
Ⅰ
の
「
流
動
資
産
」
の
「
現

金
及
び
預
金
」
及
び
「
有
価
証
券
」
は
、
シ

ス
テ
ム
機
器
更
新
等
経
費
積
立
預
金
、
退
職

給
付
引
当
預
金
、
未
払
金
及
び
未
払
消
費
税

等
で
す
。「
未
収
負
担
金
」
は
令
和
元
年
度

3
月
分
に
係
る
運
営
負
担
金
収
入
で
す
。

　

Ⅱ
の
「
固
定
資
産
」
の
「
有
形
固
定
資

産
」
は
、
工
具
器
具
備
品
の
減
価
償
却
累
計

額
を
控
除
し
た
額
、「
無
形
固
定
資
産
」
は

サ
ー
バ
更
改
処
理
に
係
る
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
で

あ
り
、「
投
資
そ
の
他
の
資
産
」
は
年
金
資

産
が
退
職
給
付
債
務
（
年
金
部
分
）
を
超
過

し
た
場
合
に
資
産
計
上
す
る
「
前
払
年
金
費

用
」
で
す
。

　
負
債
の
部
の
Ⅰ
の
「
流
動
負
債
」
は
、
令

和
元
年
度
内
に
債
務
が
確
定
し
た
取
引
等
の

う
ち
、
未
払
い
と
な
っ
て
い
る
経
費
等
で
す
。

　
Ⅱ
の
「
固
定
負
債
」
の
「
退
職
給
付
引
当

金
」
は
、
令
和
元
年
度
末
に
お
け
る
退
職
一

時
金
及
び
年
金
基
金
に
係
る
退
職
給
付
債
務

額
で
す
。

　
資
本
の
部
の
「
利
益
剰
余
金
」
は
、
前
年

度
末
利
益
剰
余
金
43
・
9
億
円
に
損
益
計
算

書
の
当
期
未
処
分
利
益
2
・
6
億
円
を
加
算

し
た
46
・
5
億
円
と
な
り
ま
す
。

⑵　
損
益
計
算
書

　
「
業
務
収
益
」
は
、協
会
け
ん
ぽ
、健
保
組

合
及
び
共
済
組
合
等
か
ら
の
医
療
保
険
者
等

向
け
中
間
サ
ー
バ
等
を
通
じ
た
情
報
連
携
に

係
る
運
用
業
務
を
実
施
す
る
た
め
に
必
要
な

運
営
負
担
金
収
入
で
す
。

　
「
業
務
費
用
」
は
主
に
、
給
与
等
の
人
件

費
、
保
守
料
及
び
委
託
費
等
の
物
件
費
で
す
。

　
「
業
務
外
収
益
」
は
、
積
立
金
等
か
ら
発

表
８

表
９
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表７●令和元事業年度一般会計
　　　事務費勘定損益計算書

（平成31年4月1日～令和2年3月31日）

注　千円未満は切り捨てとした。

区分 金額
〔経常損益の部〕 千円 千円

（業務損益の部）
Ⅰ 業務収益
　１ 事務費収入 65,393,032

　２ レセプト電子データ
　　 提供料収入 701,337

　３ その他の業務収益 320,693 66,415,063
Ⅱ 業務費用
　１ 役員報酬 43,390
　２ 給与手当 22,941,225
　３ 賞与 5,255,329
　４ 賞与引当金繰入額 2,585,300
　５ 退職給付費用 4,375,991
　６ 法定福利費 4,611,696
　７ 審査委員会費 11,366,434
　８ 委託費 6,555,939
　９ 使用料及び賃借料 1,269,572
　10 保守料 2,850,588
　11 減価償却費 2,568,117
　12 その他の業務費用 4,733,700 69,157,288
　業務損失 2,742,224

（業務外損益の部）
Ⅰ 業務外収益
　１ 受取利息 151
　２ 有価証券利息 5,790
　３ 雑収入 168,699
　４ 事業費勘定からの受入 5,116 179,757
Ⅱ 業務外費用
　１ リース支払利息 20,448
　２ 雑損失 225 20,674 
　経常損失 2,583,141
〔特別損益の部〕
Ⅰ 特別利益
　　 固定資産売却益 6,846 6,846
Ⅱ 特別損失
　１ 固定資産売却損 25,502
　２ 固定資産除却損 12,535
　３ 減損損失 220,140 258,179
当期純損失 2,834,473
過年度修正損 55,800
当期未処理損失 2,890,273

表６●令和元事業年度一般会計事務費勘定貸借対照表
（令和2年3月31日現在）

注　千円未満は切り捨てとした。

資産の部 負債・資本の部

区分 金額 区分 金額

（資産の部） 千円 （負債の部） 千円

Ⅰ 流動資産 Ⅰ 流動負債
　１ 現金及び預金 30,133,367 　１ 未払金 8,791,525

　２ 有価証券 35,488,951 　２ 未払消費税等 825,490

　３ 未収事務費 6,070,611 　３ 預り金 299,389

　４ その他の流動資産 87,707 　４ 賞与引当金 2,585,300

　流動資産合計 71,780,638 　５ その他の流動負債 1,267,589

　流動負債合計 13,769,295

Ⅱ 固定資産
　１ 有形固定資産 Ⅱ 固定負債
　　⑴建物 75,063,165 　１ 退職給付引当金 62,829,911

　　　減価償却累計額 △ 35,898,863 39,164,301 　２ その他の固定負債 774,473

　　⑵構築物 1,722,363 　固定負債合計 63,604,385

　　　減価償却累計額 △ 1,466,382 255,980 負債合計 77,373,680

　　⑶工具器具備品 5,049,620

　　　減価償却累計額 △ 4,280,088 769,531

　　⑷土地 31,131,551

　　⑸有形リース資産 2,030,509

　　　減価償却累計額 △ 1,814,216 216,293

　有形固定資産合計 71,537,658

（資本の部）
　２ 無形固定資産 利益剰余金

　　⑴電話加入権 35,046 　１ 任意積立金

　　⑵ソフトウェア 827,564 　　 別途積立金 73,617,573

　　⑶ソフトウェア仮勘定 3,054,846 　２ 当期未処理損失 2,890,273

　　⑷無形リース資産 732,782 利益剰余金合計 70,727,300

　無形固定資産合計 4,650,239 資本合計 70,727,300

　３ 投資その他の資産

　　⑴敷金・保証金 132,390

　　⑵その他 54

　投資その他の資産合計 132,444

　固定資産合計 76,320,342

資産合計 148,100,980 負債・資本合計 148,100,980

Ⅱ
高
齢
者
医
療
制
度

関
係
業
務

表
11
表
10

表
12

表
13

生
し
た
受
取
利
息
等
で
す
。

　
こ
れ
ら
の
収
益
か
ら
費
用
を
差
引
い
た
額

が
当
期
純
利
益
と
な
り
ま
す
。

　
な
お
、
当
期
未
処
分
利
益
は
定
款
の
定
め

に
よ
り
積
立
金
と
し
て
積
み
立
て
る
こ
と
と

な
り
ま
す
。

　
高
齢
者
の
医
療
の
確
保
に
関
す
る
法
律
等
の

関
係
法
令
・
告
示
等
に
基
づ
き
次
の
業
務
を
行

い
ま
し
た
。

１　
前
期
高
齢
者
関
係
業
務

　
前
期
高
齢
者
加
入
率
の
全
国
平
均
を
基
準
と

し
て
、
前
期
高
齢
者
加
入
率
が
全
保
険
者
平
均

を
下
回
る
保
険
者
か
ら
前
期
高
齢
者
納
付
金
を

徴
収
し
、
前
期
高
齢
者
加
入
率
が
全
保
険
者
平

均
を
上
回
る
保
険
者
へ
前
期
高
齢
者
交
付
金
を

交
付
す
る
業
務

２　
後
期
高
齢
者
関
係
業
務

　
保
険
者
か
ら
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
を
徴
収

し
、
後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
へ
後
期
高
齢

者
交
付
金
を
交
付
す
る
業
務

３　
病
床
転
換
助
成
事
業　
　

　
　

関
係
業
務

　
保
険
者
か
ら
病
床
転
換
支
援
金
等
を
徴
収
し
、

都
道
府
県
へ
病
床
転
換
助
成
交
付
金
を
交
付
す

る
業
務

表
14

表
15
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Ⅳ
介
護
保
険
関
係
業
務

Ⅴ
特
定
Ｂ
型
肝
炎
ウ
イ
ル
ス

感
染
者
給
付
金
等

支
給
関
係
業
務

表
22

表
19

表
18

表
20

表
21

表９●令和元事業年度一般会計
　　　 社会保障・税番号制度勘定損益計算書

（平成31年4月1日～令和2年3月31日）

区分 金額

〔経常損益の部〕 千円 千円

（業務損益の部）
Ⅰ 業務収益
　負担金収入 2,636,429 2,636,429

Ⅱ 業務費用
　１ 給与手当 143,596

　２ 賞与 33,109

　３ 賞与引当金繰入額 18,520

　４ 退職給付費用 14,418

　５ 法定福利費 27,801

　６ 保守料 1,406,103

　７ 委託費 505,790

　８ 共同運営調整金支出 109,715

　９ その他の業務費用 117,749 2,376,804

　業務利益 259,625

（業務外損益の部）
　業務外収益
　１ 受取利息 53

　２ 雑収入 67 120

　経常利益 259,746

当期純利益 259,746

当期未処分利益 259,746

注　千円未満は切り捨てとした。

表８●令和元事業年度一般会計社会保障・税番号制度勘定貸借対照表

資産の部 負債・資本の部

区分 金額 区分 金額

（資産の部） 千円 （負債の部） 千円

Ⅰ 流動資産 Ⅰ 流動負債
　１ 現金及び預金 664,713 　１ 未払金 255,260

　２ 有価証券 4,143,059 　２ 未払消費税等 53,762

　３ 未収負担金 190,032 　３ 賞与引当金 18,520

　４ その他の流動資産 148 　４ その他の流動負債 3,970

　流動資産合計 4,997,953 　 　流動負債合計 331,514

Ⅱ 固定資産 Ⅱ 固定負債
　１ 有形固定資産 　退職給付引当金 51,088

　　 工具器具備品 17,932 　固定負債合計 51,088

　　 減価償却累計額 △ 1,344 16,587 負債合計 382,602

　有形固定資産合計 16,587

　２ 無形固定資産 （資本の部）
　　 ソフトウェア 3,580 利益剰余金
　無形固定資産合計 3,580 　１ 任意積立金

　３ 投資その他の資産 　　 別途積立金 4,386,028

　　 前払年金費用 10,254 　２ 当期未処分利益 259,746

　投資その他の資産合計 10,254 利益剰余金合計 4,645,774

　固定資産合計 30,422 資本合計 4,645,774

資産合計 5,028,376 負債・資本合計 5,028,376

（令和2年3月31日現在）

注　千円未満は切り捨てとした。
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表10●令和元事業年度前期高齢者納付金等の徴収状況

表18●令和元事業年度退職者医療拠出金の徴収状況

表21●令和元事業年度介護保険交付金の交付状況

表12●令和元事業年度後期高齢者支援金等の徴収状況

表14●令和元事業年度病床転換支援金等の徴収状況

表16●令和元事業年度特定健康診査及び
　　　 特定保健指導の費用決済等代行状況

表17●令和元事業年度被扶養者情報の提供状況

表11●令和元事業年度前期高齢者交付金の交付状況

表13●令和元事業年度後期高齢者交付金の交付状況

表19●令和元事業年度退職者医療交付金の交付状況

表15●令和元事業年度病床転換助成交付金の交付状況

（令和2年3月31日現在）

（令和2年3月31日現在）

（令和2年3月31日現在）

（令和2年3月31日現在）

（令和2年3月31日現在）

（令和2年3月31日現在）

（令和2年3月31日現在）

（令和2年3月31日現在）

（令和2年3月31日現在）

（令和2年3月31日現在）

（令和2年3月31日現在）

注　千円未満は切り捨てとした。

注　千円未満は切り捨てとした。

注1　平成30年度追加交付額を含む。 
注2　千円未満は切り捨てとした。 

注　千円未満は切り捨てとした。

注1　千円未満は切り捨てとした。
注2　 病床転換支援金については、平成20事業年度及び平成21事業年度の剰余

金を充てているため、令和元事業年度における収入済額及び収入未済額は
発生しない。 

注　千件未満及び千円未満は切り捨てとした。

注　千件未満及び千円未満は切り捨てとした。

注　千円未満は切り捨てとした。

注　千円未満は切り捨てとした。

注1　 平成30年度追加交付額を含む｡
注2　 千円未満は切り捨てとした。

注　千円未満は切り捨てとした。

区分 徴収決定額 収入済額 収入未済額

前期高齢者納付金
千円 千円 千円

3,504,199,599 3,229,819,668 274,379,931 

事務費拠出金 383,313 353,393 29,920 

合計 3,504,582,912 3,230,173,061 274,409,851 

区分 徴収決定額 収入済額 収入未済額

療養給付費等拠出金
千円 千円 千円

1,619,385 1,492,005 127,380 

事務費拠出金 433,775 403,608 30,167 

合計 2,053,160 1,895,613 157,547 

区分 交付決定額 支払済額 支払未済額

介護給付費交付金
千円 千円 千円

2,694,853,597 2,479,737,471 215,116,126 

地域支援事業
支援交付金 98,423,949 91,222,746 7,201,203 

合計 2,793,277,546 2,570,960,217 222,317,329 

区分 徴収決定額 収入済額 収入未済額

後期高齢者支援金
千円 千円 千円

6,470,343,007 5,986,236,992 484,106,015 

事務費拠出金 427,119 395,179 31,940 

合計 6,470,770,127 5,986,632,172 484,137,955 

区分 徴収決定額 収入済額 収入未済額

病床転換支援金
千円 千円 千円

279,270 － －
事務費拠出金 36,140 36,140 －

合計 315,410 36,140 －

区分 件数 金額

提供料
千件 千円

79 22,911

区分 交付決定額 支払済額 支払未済額

前期高齢者交付金
千円 千円 千円

3,503,499,041 3,211,540,828 291,958,213 

区分 交付決定額 支払済額 支払未済額

後期高齢者交付金
千円 千円 千円

6,549,055,225 6,027,800,119 521,255,106 

区分 交付決定額 支払済額 支払未済額

療養給付費等交付金
千円 千円 千円

6,649,852 6,539,494 110,358 

区分 交付決定額 支払済額 支払未済額

病床転換助成交付金
千円 千円 千円

177,976 177,976 －

表20●令和元事業年度介護保険納付金の徴収状況
（令和2年3月31日現在）

注　千円未満は切り捨てとした。

区分 徴収決定額 収入済額 収入未済額
介護給付費・地域
支援事業支援納付金

千円 千円 千円
2,928,571,533 2,708,442,907 220,128,626 

表22●令和元事業年度特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者
　　　 給付金等の支給状況

（令和2年3月31日現在）

注　千円未満は切り捨てとした。

区分 金額

給付金等（給付金・追加給付金・定期検査費等）
千円

130,042,219

区分 件数 金額

特定健康診査・特定保健指導費用
千件 千円

1,604
11,585,722

事務費 349,274

　令和元年度事業の実施状況
の詳細については、令和 2年7
月末に支払基金ホームページ
（https: ⁄ ⁄www.ssk.or.jp ⁄） へ掲載
する予定です。
トップページ→組織概要→情報公開→財務諸表等
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後期高齢者医療制度の概要と
支払基金の業務

支払基金

後期高齢者
交付金病床転換

助成交付金

前期高齢者
交付金

交付対象保険者 納付対象保険者

（前期高齢者に係る費用負担の調整）

前期高齢者
納付金

後期高齢者
（75歳以上）

前期高齢者（65歳から75歳未満）

65歳未満の加入者

後期高齢者医療
広域連合

後期高齢者  

病床転換  

前期高齢者  

被扶養者情報通知経由

都道府県 

国民健康保険

退職者医療

被用者保険

病床転換支援金
後期高齢者支援金

被扶養者情報通知経由
（被用者保険のみ）

図1●高齢者医療制度と支払基金関係業務の概念図

　後期高齢者医療制度は75歳以上の者及び65歳以上75歳未満の者であって寝たきり等の障害認定を受けた
者を被保険者とする医療制度です。今号では後期高齢者医療制度の概要と支払基金の役割についてご紹介し
ます。

Ⅰ  はじめに

　支払基金は平成20年4月1日から、「高齢者の医療の確保に関する法律」の規定に基づいて、後期高齢者
医療制度関係業務、前期高齢者に係る保険者間の費用負担の調整を行うための業務、病床転換助成事業及び
被扶養者情報通知経由事業の業務等を実施しています。（図１）

特集2
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図２●後期高齢者医療制度の仕組みと支払基金が行う業務の概要

支払基金
後期高齢者交付金

（９割）

保険料
（１割）

保険料
（１割）

後期高齢者交付金
（４割）

医療機関 被保険者

公費（５割）
（国：都道府県：市町村=4：1：1）

保険者

若年者
（0～ 74歳）

後期高齢者医療広域連合

後期高齢者
交付金
（毎月15日）

後期高齢者支援金
（毎月5日）

現役並み所得者

一般後期高齢者

保険料

診療

窓口負担（１割又は３割）

医療給付費等の給付
（9割又は7割） 保険料

＜後期高齢者医療広域連合の被保険者＞
・後期高齢者医療広域連合の区域内に住所を有する75歳以上の者。
・後期高齢者医療広域連合の区域内に住所を有する65歳以上75歳未満で、
　政令で定める程度の障害の状態にあると当該後期高齢者医療広域連合の認定
を受けた者。

Ⅱ  後期高齢者医療制度の概要と支払基金が行う業務（図2）

１  後期高齢者医療制度の概要
　後期高齢者医療制度は、75歳以上の者及び65歳以上75歳未満の者のうち寝たきり等の者で各都道府県の
後期高齢者医療広域連合（以下「広域連合」という。）の認定を受けた者（以下「後期高齢者」という。）を
対象とした保険医療制度です。
　この制度は、都道府県ごとに全ての市町村が加入する広域連合が運営主体となって保険料の決定、医療の
給付等の事務を行っているものです。
　医療の給付に要する費用の負担割合については、一般の後期高齢者と現役並み所得者とでは費用負担が異
なります。
　まず、一般の後期高齢者ですが、医療費の1割を窓口負担分として支払い、残りの9割のうち、公費の割
合が5割、後期高齢者交付金4割、後期高齢者が納める保険料が1割の構成で負担することとなっています。
　また、現役並み所得者については、医療費の3割を窓口負担分として支払い、残りの7割は後期高齢者交
付金9割、後期高齢者の保険料が1割の構成で負担することとなります。
　この制度は、世代間の負担の明確化と公平化を図る観点から後期高齢者が被保険者となって保険料を負担
する仕組みが設けられています。
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２  支払基金が行う業務
　支払基金では保険者から後期高齢者支援金を徴収して、広域連合に対して後期高齢者交付金を交付する業
務を行っています。
① 支援金の徴収業務
　支援金の徴収業務については、保険者から毎年報告される加入者数の報告等を基に額（概算後期高齢者支
援金等）を算出して保険者に通知を行い、確定及び精算は翌々年度に行う仕組みになっています。
　概算後期高齢者支援金は、保険者から毎月5日を納付期限として、年度額を各月均等に徴収します。また、
納付期限までに納付されない場合は督促を行い、指定期日を過ぎてもなお納付されない場合は延滞金を課す
こととなっています。
　後期高齢者支援金は、保険者における特定健康診査・特定保健指導の実施及びその成果に係る目標の達成
状況によって、±10％の範囲内で加算・減算の調整が行われることとなっています。なお、令和2年度から
は3段階の調整率により調整することとなっています。
② 交付金の交付業務
　交付金の交付業務については、保険者から毎月5日に納付される概算後期高齢者支援金を財源にして、毎
月15日、広域連合に対して概算後期高齢者交付金を交付します。
　概算後期高齢者交付金は、前年度において広域連合から通知された「保険納付対象額等通知書」等を基に、
年度当初に年間の概算額を算出し、広域連合に通知します。
　また、年度当初以降の交付金の交付は概算で行い、毎月15日に広域連合から通知された「保険納付対象額
通知書」に基づいて交付金を配分する仕組みをとっているため、原則、年4回（9月・12月・翌年2月・3月）
交付金の額の変更を行うこととしています。
　交付金の確定及び精算については、翌年度の7月に交付金の確定を行い、10月に過不足額の精算を行います。

後期高齢者
支援金額

２年前の実績値に国が
示す伸び率を乗じた数
値等に基づき算定

2年前の実績値
等を基に算出２年前に算出済み

＝ − ＋−当年度
概算額

精算部分
支援金算定の概要

２年前
概算額

２年前
確定額 調整金額

●被用者保険等保険者以外の保険者（国民健康保険）（※1）

　保険納付対象額　／　加入者総数　×　保険者毎の加入者数　×　調整率	 	 	

●被用者保険等保険者（健康保険組合等）（※1）	

　保険納付対象額　／　加入者総数　×　　　　　　　　　　　　　
×　　　　　　　　　　×　　調整率（※2）

全被用者保険等保険者
の加入者数の合計

全被用者保険等保険者の標準報酬総額

各保険者毎の
標準報酬総額

※1　計算式は算出に係る基本的な考え方であり、額の算出を行う際は国が告示する諸計数等に基づき算出
※2　医療保険者の特定健康診査等の実施及びその他成果に係る目標達成状況を考慮して加算・減算する率
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新型コロナウイルス感染症に関するお知らせ

問１

答

答

問１

答

問４

　新型コロナウイルス感染症に関して、これまでに厚生労働省から発出されたお知らせの一部をご紹介します。

疑義解釈資料の送付について（その12）（令和2年5月15日付け事務連絡）

【SARS-CoV-2（新型コロナウイルス）核酸検出】
　令和2年3月6日付けで保険適用されたSARS-CoV-2（新型コロナウイルス）核酸検出を、無症状の患者に対して、医師
が必要と判断し、実施した場合は算定できるか。
　無症状の患者であっても、医師が必要と判断し、実施した場合は算定できる。

疑義解釈資料の送付について（その15）（令和2年6月2日付け事務連絡）

【SARS-CoV-2（新型コロナウイルス）核酸検出】
　令和2年6月2日付けで改正された、「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について」（令和2年３月
５日保医発0305第１号）区分番号Ｄ０２３（17）SARS-CoV-2核酸検出について、「検査に用いる検体については、国立
感染症研究所が作成した「2019-nCoV（新型コロナウイルス）感染を疑う患者の検体採取・輸送マニュアル」を参照するこ
と。」とあるが、これはこれまで保険適用となっていた検体に加え、唾液からの検体を用いてSARS-CoV-2 核酸検出を実施
した場合も保険適用となったということか。
　これまで保険適用となっていた喀痰、気道吸引液、肺胞洗浄液、咽頭拭い液、鼻腔吸引液、及び鼻腔拭い液に加え、唾液
からの検体を用いて実施した場合も保険適用となる。

新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて（その17）（令和2年5月14日付け事務連絡）

　新型コロナウイルス感染症に感染した被用者等に対する傷病手当金を支給することとなった市町村国保、国民健康保険組
合又は後期高齢者医療広域連合の被保険者等が、当該傷病手当金の支給のために必要な意見書の交付を求めた場合、健康保
険法第99条第１項に基づく傷病手当金に係る意見書を交付した場合と同様に、B012傷病手当金意見書交付料を算定するこ
ととなるか。
　当該傷病手当金は、健康保険法第99条第１項の規定による傷病手当金と同等のものであり、B012傷病手当金意見書交付
料を算定することとなる。

新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて（その18）（令和2年5月22日付け事務連絡）

１．新型コロナウイルス核酸検出等の算定について
⑴　ＤＰＣ対象病院（特定機能病院であるＤＰＣ対象病院を含む。）の場合

　厚生労働大臣が指定する病院の病棟における療養に要する費用の額の算定方法（平成20年厚生労働省告示第93号）に基づ
き療養に要する費用の額を算定する患者（特定機能病院ではないＤＰＣ対象病院における、同告示別表19の診断群分類点数
表に基づき療養に要する費用の額を算定する患者以外の患者を除く。）に対し、SARS-CoV-2（新型コロナウイルス）核酸検
出及びSARS-CoV-2（新型コロナウイルス）抗原検出を実施した場合にあっては、別途、SARS-CoV-2（新型コロナウイルス）
核酸検出及び検体検査判断料のうち微生物学的検査判断料並びにSARS-CoV-2（新型コロナウイルス）抗原検出及び検体検査
判断料のうち免疫学的検査判断料を算定できるものとする。

⑵　特定機能病院（ＤＰＣ対象病院を除く。）の場合
①基本的検体検査実施料について

　特定機能病院（ＤＰＣ対象病院を除く。）において入院中の患者に対し、SARS-CoV-2（新型コロナウイルス）核酸検出
及びSARS-CoV-2（新型コロナウイルス）抗原検出を実施した場合にあっては、SARS-CoV-2（新型コロナウイルス）核酸
検出及びSARS-CoV-2（新型コロナウイルス）抗原検出は基本的検体検査実施料に含まれないものとし、別に算定すること
ができるものとする。

②基本的検体検査判断料について
　特定機能病院（ＤＰＣ対象病院を除く。）において入院中の患者に対し、SARS-CoV-2（新型コロナウイルス）核酸検出
及びSARS-CoV-2（新型コロナウイルス）抗原検出を実施した場合にあっては、SARS-CoV-2（新型コロナウイルス）核酸
検出について実施した微生物学的検査判断料及びSARS-CoV-2（新型コロナウイルス）抗原検出について実施した免疫学的
検査判断料は基本的検体検査判断料に含まれないものとし、別に算定することができるものとする。

２．診療報酬明細書の記載方法等について
　　１．に基づき算定した検査の費用を請求する場合における診療報酬明細書の記載方法等の取扱いについては、次のとおりとする。

⑴　記載方法
　自己負担に相当する金額の請求方法等については、「新型コロナウイルス感染症に係る行政検査の取扱いについて」（令和2
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答

答

問２

問３

問１

答

年3月4日健感発0304第5号厚生労働省健康局結核感染症課長通知。5月22日最終改正。）において、保険医療機関において
診療報酬明細書を作成し、審査支払機関に請求を行い、診療報酬明細書に基づき公費の補助を行うこととされていることから

「新型コロナウイルス感染症に係る行政検査の保険適用に伴う費用の請求に関する診療報酬明細書の記載等について」（令和2
年5月13日付保医発0513第2号厚生労働省保険局医療課長通知）に基づき記載すること。

⑵　請求方法
　療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令第七条第三項の規定に基づき厚生労働大臣が定める様式（平
成20年厚生労働省告示第126 号）様式第二（一）（診療報酬明細書（医科入院）の様式）を用いて、別途、書面により請求す
ること。

　微生物学的検査判断料は月１回に限り算定することができる点数であるが、SARS-CoV-2（新型コロナウイルス）核酸検
出を実施する以前に外来等で微生物学的検査判断料を算定した患者については、当該判断料は別に算定することができるのか。
　同月に微生物学的検査を算定した患者については、別に算定することができない。  

 
　免疫学的検査判断料は月１回に限り算定することができる点数であるが、SARS-CoV-2（新型コロナウイルス）抗原検出
を実施する以前に外来等で免疫学的検査判断料を算定した患者については、当該判断料は別に算定することができるのか。 
　同月に免疫学的検査判断料を算定した患者については、別に算定することができない。 

 
　２．に基づき作成する診療報酬明細書において、検体検査実施料及び検体検査判断料（※）以外の算定項目（入院基本料や
検体採取料等）はどのように記載するのか。 
　検体検査実施料及び検体検査判断料以外の算定項目については、通常の手続きに則り診療報酬明細書を作成し、これとは
別途、２．に基づき作成する診療報酬明細書には、検体検査実施料及び検体検査判断料のみを記載すること。

（※）SARS-CoV-2（新型コロナウイルス）核酸検出及び検体検査判断料のうち微生物学的検査判断料又はSARS-CoV-2（新
型コロナウイルス）抗原検出及び検体検査判断料のうち免疫学的検査判断料をいう。

新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて（その19）（令和2年5月26日付け事務連絡）

１．重症・中等症の新型コロナウイルス感染症患者に対する診療について
　重症・中等症の新型コロナウイルス感染症患者の入院診療に当たっては、地域における医療機関ごとの役割分担を踏まえなが
ら、代替人員の確保等を含めて医療機関としての受入体制を整えた上で対応している実情等を勘案し、以下の取扱いとする。
⑴　専用病床の確保などを行った上で新型コロナウイルス感染症患者の受入れを行う医療機関において、当該専用病床に入院す

る重症の新型コロナウイルス感染症患者について、救命救急入院料、特定集中治療室管理料、ハイケアユニット入院医療管理
料、脳卒中ケアユニット入院医療管理料、小児特定集中治療室管理料、新生児特定集中治療室管理料、総合周産期特定集中治
療室管理料又は新生児治療回復室入院医療管理料（以下「特定集中治療室管理料等」という。）を算定する場合には、別表に
示す点数を算定できることとすること。

⑵　専用病床の確保などを行った上で新型コロナウイルス感染症患者の受入れを行う医療機関において、当該専用病床に入院す
る中等症以上の新型コロナウイルス感染症患者（入院基本料又は特定入院料のうち、救急医療管理加算を算定できるものを現
に算定している患者に限る。）については、14日を限度として１日につき救急医療管理加算１の100分の300に相当する点数

（2,850点）を算定できることとすること。
　　また、中等症以上の新型コロナウイルス感染症患者のうち、継続的な診療が必要な場合には、当該点数を15日目以降も算

定できることとすること。なお、その場合においては、継続的な診療が必要と判断した理由について、摘要欄に記載すること。

２．重症・中等症の新型コロナウイルス感染症患者の範囲について
　新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いにおける、重症・中等症の新型コロナウイルス感染症患者の範
囲について、以下の取扱いとする。
⑴　重症の新型コロナウイルス感染症患者には、人工呼吸器管理等を要する患者のほか、これらの管理が終了した後の状態など、

特定集中治療室管理料等を算定する病棟における管理を要すると医学的に判断される患者を含むものとすること。
⑵　中等症の新型コロナウイルス感染症患者には、酸素療法が必要な状態の患者のほか、免疫抑制状態にある患者の酸素療法が

終了した後の状態など、急変等のリスクに鑑み、宿泊療養、自宅療養の対象とすべきでない患者を含むものとすること。

３．転院を受け入れた医療機関に係る評価について
　新型コロナウイルス感染症から回復した後、引き続き入院管理が必要な患者を受け入れた医療機関において、必要な感染予防
策を講じた上で実施される入院診療を評価する観点から、当該患者について、いずれの入院料を算定する場合であっても、二類
感染症患者入院診療加算（250点）を算定できることとすること。なお、算定に当たっては、患者又はその家族等に対して、そ
の趣旨等について、十分に説明すること。

（別表）
　特定集中治療室管理料等を算定する病棟に入院する新型コロナウイルス感染症患者については、次に示す点数を算定できること
とする。
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　新型コロナウイルス感染症を疑う患者を入院させた場合の診療報酬上の取扱いはどのようになるか。
　新型コロナウイルス感染症の疑似症患者として入院措置がなされている期間については、新型コロナウイルス感染症患者
と同様の取扱いとなる。

　「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて（その12）」（令和2年4月18日厚生労働省保険
局医療課事務連絡。以下「4月18日事務連絡」という。）の１に基づき、特定集中治療室管理料等について、急性血液浄化（腹
膜透析を除く。）を必要とする状態、急性呼吸窮迫症候群又は心筋炎・心筋症のいずれかに該当する患者については21日まで、
体外式心肺補助（ＥＣＭＯ）を必要とする状態の患者については35日まで、本事務連絡の別表の点数を算定できるか。
　算定できる。

　4月18日事務連絡の１に基づき、特定集中治療室管理料等を15日目以降も算定する場合は、本事務連絡の別表の「8日以
上14日以内の期間」の点数を算定できるか。
　算定できる。

　4月18日事務連絡の３に基づき、簡易な報告を行った上で救命救急入院料又は特定集中治療室管理料を算定している場合
は、本事務連絡の別表の「8日以上14日以内の期間」の点数を算定できるか。
　算定できる。

　4月18日事務連絡の１に基づき、現に特定集中治療室管理料等の特例的な点数を算定している患者について、本事務連絡
による取扱いはどのようになるか。
　専用病床の確保などを行った上で新型コロナウイルス感染症患者の受入れを行う医療機関においては、本事務連絡の発出
日以降、別表の点数を算定できる。

　本事務連絡の３「新型コロナウイルス感染症から回復した」とあるが、転院先医療機関においては、再発等がない限り新
型コロナウイルス感染症の診療が行われないものと思料される。その場合については、傷病名として「新型コロナウイルス

項目 点数

A300救命救急入院料 救命救急入院料１ イ　３日以内の期間 30,669点
ロ　４日以上７日以内の期間  27,750点
ハ　８日以上 14日以内の期間  23,691点

救命救急入院料２ イ　３日以内の期間 35,406点
ロ　４日以上７日以内の期間 32,058点
ハ　８日以上 14日以内の期間  28,113点

救命救急入院料３
　イ　救命救急入院料

⑴　３日以内の期間  30,669点
⑵　４日以上７日以内の期間  27,750点
⑶　８日以上 14日以内の期間 23,691点

救命救急入院料４
　イ　救命救急入院料
 

⑴　３日以内の期間 35,406点
⑵　４日以上７日以内の期間 32,058点
⑶　８日以上 14日以内の期間 28,113点

A301特定集中治療室管
理料

特定集中治療室管理料１ イ　７日以内の期間 42,633点
ロ　８日以上 14日以内の期間 37,899点

特定集中治療室管理料２
　イ　特定集中治療室管理料

⑴　７日以内の期間 42,633点
⑵　８日以上 14日以内の期間  37,899点

特定集中治療室管理料３ イ　７日以内の期間  29,091点
ロ　８日以上 14日以内の期間  24,354点

特定集中治療室管理料４
　イ　特定集中治療室管理料

⑴　７日以内の期間 29,091点
⑵　８日以上 14日以内の期間 24,354点

A301-2ハイケアユニット
入院医療管理料

ハイケアユニット入院医療管理料１  20,565点
ハイケアユニット入院医療管理料２ 12,672点

A301-3脳卒中ケアユニット入院医療管理料  18,039点
A301-4小児特定集中治療室管理料 ７日以内の期間  48,951点

８日以上の期間 42,633点
A302新生児特定集中治
療室管理料

新生児特定集中治療室管理料１ 31,617点
新生児特定集中治療室管理料２  25,302点

A303総合周産期特定集
中治療室管理料

母体・胎児集中治療室管理料 22,143点
新生児集中治療室管理料  31,617点

A303-2新生児治療回復室入院医療管理料 17,091点
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感染症」と記載されない事例もあり得るとの理解でよいか。
　貴見のとおり。なお、その場合においては、新型コロナウイルス感染症から回復した患者である旨、診療報酬明細書の摘
要欄に記載すること。

新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて（その20）（令和2年6月1日付け事務連絡）

　「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて（その２）」（令和2年2月28日厚生労働省保険
局医療課事務連絡）において、新型コロナウイルスの感染が拡大している間の臨時的対応として、慢性疾患等を有する定期
受診患者等に対して電話や情報通信機器を用いた診療を行った場合に、電話等再診料を算定可能とされた。この場合におい
て、A001再診料に係る加算は算定可能か。
　A001再診料の注４から注７までに規定する加算又は注11に規定する加算については、それぞれの要件を満たせば算定で
きる。なお、この取扱いは、令和2年2月28日から適用される。

　「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて（その３）」（令和2年3月2日厚生労働省保険局
医療課事務連絡）において、新型コロナウイルスの感染が拡大している間の臨時的対応として、慢性疾患等を有する定期受
診患者等に対して電話や情報通信機器を用いた診療を行った場合に、A002外来診療料を算定可能とされた。この場合にお
いて、外来診療料に係る加算は算定可能か。
　A002外来診療料の注７から注９までに規定する加算については、それぞれの要件を満たせば算定できる。なお、この取
扱いは、令和2年3月2日から適用される。

　「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて（その10）」（令和2年4月10日厚生労働省保険
局医療課事務連絡）において、新型コロナウイルスの感染が拡大し、医療機関の受診が困難になりつつあることに鑑みた
時限的・特例的対応として、初診から電話や情報通信機器を用いた診療を実施した場合に、A000初診料の注２に規定する
214点を算定することとされた。この場合において、初診料に係る加算は算定可能か。
　A000初診料の注６から注９までに規定する加算については、それぞれの要件を満たせば算定できる。なお、この取扱いは、
令和2年4月10日から適用される。

 新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて（その22）（令和2年6月15日付け事務連絡）

１．新型コロナウイルス核酸検出等の算定について
⑴　療養病棟入院基本料等を算定する場合

　次に掲げる入院料を算定する患者に対し、SARS-CoV-2（新型コロナウイルス）核酸検出及びSARS-CoV-2（新型コロナウ
イルス）抗原検出を実施した場合にあっては、別途、SARS-CoV-2（新型コロナウイルス）核酸検出及び検体検査判断料のう
ち微生物学的検査判断料並びにSARS-CoV-2（新型コロナウイルス）抗原検出及び検体検査判断料のうち免疫学的検査判断料
を算定できることとする。
　なお、検査を実施した日時及び検査実施の理由等について、診療報酬明細書の摘要欄に記載すること。

⑵　介護老人保健施設等に入所等している場合
　介護老人保健施設又は介護医療院に入所（これらにおいて短期入所療養介護又は介護予防短期入所療養介護を受けている場
合を含む。）する患者に対し、保険医療機関がSARS-CoV-2（新型コロナウイルス）核酸検出及びSARS-CoV-2（新型コロナ
ウイルス）抗原検出を実施した場合にあっては、別途、SARS-CoV-2（新型コロナウイルス）核酸検出及び検体検査判断料の
うち微生物学的検査判断料並びにSARS-CoV-2（新型コロナウイルス）抗原検出及び検体検査判断料のうち免疫学的検査判断
料を算定できることとする。
　なお、検査を実施した日時及び検査実施の理由等について、診療報酬明細書の摘要欄に記載すること。

⑶　入院中以外において一部の医学管理等を算定する場合

ア　療養病棟入院基本料
イ　障害者施設等入院基本料（注５に規定する特定

入院基本料又は注６に規定する点数を算定する場
合に限る。）

ウ　有床診療所療養病床入院基本料
エ　救命救急入院料
オ　特定集中治療室管理料
カ　ハイケアユニット入院医療管理料
キ　脳卒中ケアユニット入院医療管理料
ク　小児特定集中治療室管理料
ケ　新生児特定集中治療室管理料
コ　総合周産期特定集中治療室管理料
サ　新生児治療回復室入院医療管理料
シ　特殊疾患入院医療管理料

ス　小児入院医療管理料
セ　回復期リハビリテーション病棟入院料
ソ　地域包括ケア病棟入院料
タ　特殊疾患病棟入院料
チ　緩和ケア病棟入院料
ツ　精神科救急入院料
テ　精神科急性期治療病棟入院料
ト　精神科救急・合併症入院料
ナ　児童・思春期精神科入院医療管理料
ニ　精神療養病棟入院料
ヌ　認知症治療病棟入院料
ネ　特定一般病棟入院料
ノ　地域移行機能強化病棟入院料
ハ　短期滞在手術等基本料
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答

答

問２

問３

問１

答

　入院中以外において、小児科外来診療料、地域包括診療料、認知症地域包括診療料、小児かかりつけ診療料、生活習慣病管
理料、手術前医学管理料又は在宅がん医療総合診療料を算定する患者に対し、SARS-CoV-2（新型コロナウイルス）核酸検出
及びSARS-CoV-2（新型コロナウイルス）抗原検出を実施した場合にあっては、別途、SARS-CoV-2（新型コロナウイルス）
核酸検出及び検体検査判断料のうち微生物学的検査判断料並びにSARS-CoV-2（新型コロナウイルス）抗原検出及び検体検査
判断料のうち免疫学的検査判断料を算定することができることとする。
　なお、検査を実施した日時及び検査実施の理由等について、診療報酬明細書の摘要欄に記載すること。

２．診療報酬明細書の記載方法等について
　１．に基づき算定した検査の費用を請求する場合における診療報酬明細書の記載方法等の取扱いについては、次のとおりとする。

⑴　記載方法
　自己負担に相当する金額の請求方法等については、「新型コロナウイルス感染症に係る行政検査の取扱いについて」（令和２
年３月４日健感発0304第５号厚生労働省健康局結核感染症課長通知。６月２日最終改正。）において、保険医療機関において
診療報酬明細書を作成し、審査支払機関に請求を行い、診療報酬明細書に基づき公費の補助を行うこととされていることから

「新型コロナウイルス感染症に係る行政検査の保険適用に伴う費用の請求に関する診療報酬明細書の記載等について」（令和２
年５月13 日付保医発0513 第２号厚生労働省保険局医療課長通知）に基づき記載すること。

⑵　請求方法
　療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令第七条第三項の規定に基づき厚生労働大臣が定める様式（平
成20 年厚生労働省告示第126 号）を用いて、別途、書面により請求すること。

　１．（１）を算定するに当たって、２．に基づき作成する診療報酬明細書において、検体検査実施料及び検体検査判断料（※）
以外の算定項目（入院料等）はどのように記載するのか。
　検体検査実施料及び検体検査判断料以外の算定項目については、通常の手続きに則り診療報酬明細書を作成し、これとは
別途、２．に基づき作成する診療報酬明細書には、検体検査実施料及び検体検査判断料のみを記載すること。

また、次に掲げる事項について、診療報酬明細書の摘要欄に記載すること。
ア　検査を実施した日時
イ　検査実施の理由
ウ　本検査が必要と判断した医学的根拠（診断を目的とする場合に限る。）
エ　検査の結果（退院可能かどうかの判断を目的とする場合に限る。）
オ　当該患者が算定する入院料

　なお、請求に当たっては、審査支払機関に対して、療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令（昭和
51年厚生省令第36 号）第７条第１項に規定する届出は不要である。
（※）SARS-CoV-2（新型コロナウイルス）核酸検出及び検体検査判断料のうち微生物学的検査判断料又はSARS-CoV-2（新
型コロナウイルス）抗原検出及び検体検査判断料のうち免疫学的検査判断料をいう。

　１．（２）を算定するに当たって、２．に基づき作成する診療報酬明細書はどのように記載するのか。
　２．に基づき作成する診療報酬明細書には、検体検査実施料及び検体検査判断料のみ（※）を記載すること。

また、次に掲げる事項について、診療報酬明細書の摘要欄に記載すること。
ア　検査を実施した日時
イ　検査実施の理由
ウ　本検査が必要と判断した医学的根拠
エ　当該患者が入所している施設の別

　なお、請求に当たっては、審査支払機関に対して、療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令（昭和
51年厚生省令第36号）第７条第１項に規定する届出は不要である。
（※）SARS-CoV-2（新型コロナウイルス）核酸検出及び検体検査判断料のうち微生物学的検査判断料又はSARS-CoV-2（新
型コロナウイルス）抗原検出及び検体検査判断料のうち免疫学的検査判断料をいう。

　１．（３）を算定するに当たって、２．に基づき作成する診療報酬明細書において、検体検査実施料及び検体検査判断料（※）
以外の算定項目（医学管理料等）はどのように記載するのか。
　検体検査実施料及び検体検査判断料以外の算定項目については、通常の手続きに則り診療報酬明細書を作成し、これとは
別途、２．に基づき作成する診療報酬明細書には、検体検査実施料及び検体検査判断料のみを記載すること。

また、次に掲げる事項について、診療報酬明細書の摘要欄に記載すること。
ア　検査を実施した日時
イ　検査実施の理由
ウ　本検査が必要と判断した医学的根拠
エ　当該患者が算定する医学管理料等

　なお、請求に当たっては、審査支払機関に対して、療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令（昭和
51年厚生省令第36号）第７条第１項に規定する届出は不要である。
（※）SARS-CoV-2（新型コロナウイルス）核酸検出及び検体検査判断料のうち微生物学的検査判断料又はSARS-CoV-2（新
型コロナウイルス）抗原検出及び検体検査判断料のうち免疫学的検査判断料をいう。
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厚
労
省
は
５
月
10
日
、
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
感
染
症
入
院
患
者
の
受
入
病

床
数
等
（
５
月
１
日
時
点
）
を
公
表
し

た
。
都
道
府
県
が
確
保
し
た
病
床
は
合

計
１
万
６
０
８
１
床
で
、
ピ
ー
ク
時
の

利
用
見
込
み
３
万
１
０
７
７
床
の
約

52
％
と
な
っ
て
い
る
。
な
お
６
月
３
日

時
点
で
は
、
そ
れ
ぞ
れ
１
万
９
２
０
６

床
、
３
万
１
４
１
６
床
、
約
61
％
に
増

加
し
て
い
る
。

　

総
務
省
は
５
月
12
日
、「
認
知
症
高

　

厚
労
省
は
５
月
18
日
、「
健
康
・
医

療
・
介
護
情
報
利
活
用
検
討
会
」
と
、

そ
の
下
部
組
織
の
「
医
療
等
情
報
利
活

用
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
」「
健
診
等

情
報
利
活
用
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
」

を
合
同
開
催
。
こ
の
間
の
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
感
染
症
へ
の
対
応
を
踏
ま
え
、

ま
ず
は
、
オ
ン
ラ
イ
ン
資
格
確
認
シ
ス

テ
ム
や
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
と
い
っ
た

既
存
の
イ
ン
フ
ラ
を
活
用
す
る
こ
と
で
、

迅
速
か
つ
効
率
的
に
利
活
用
を
進
め
て

い
く
こ
と
な
ど
を
提
案
し
た
。

　

日
本
病
院
会
、
全
日
本
病
院
協
会
、

日
本
医
療
法
人
協
会
の
３
団
体
は
５
月

18
日
、「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

拡
大
に
よ
る
病
院
経
営
状
況
緊
急
調
査

（
速
報
）」
を
公
表
し
た
。
有
効
回
答
数

は
１
１
４
１
病
院
。
本
年
４
月
の
平
均

値
を
昨
年
と
比
べ
る
と
、
外
来
患
者
延

数
は
約
２
割
減
少
、
初
診
患
者
数
は
約

４
割
も
減
少
。
ま
た
新
入
院
患
者
数
は

約
２
割
減
少
、
病
床
利
用
率
は
６
・
３

ポ
イ
ン
ト
低
下
し
75
・
９
％
で
あ
っ
た
。

　

規
制
改
革
推
進
会
議
は
５
月
18
日
、

「
一
般
用
医
薬
品
（
ス
イ
ッ
チ
Ｏ
Ｔ
Ｃ
）

選
択
肢
の
拡
大
に
向
け
た
意
見
」
を
ま

と
め
た
。
ス
イ
ッ
チ
Ｏ
Ｔ
Ｃ
化
の
促
進

に
向
け
て
厚
労
省
に
お
い
て
部
局
横
断

的
な
体
制
を
整
備
す
る
こ
と
や
、
一
般

用
医
薬
品
・
一
般
用
検
査
薬
へ
の
転
用

の
促
進
を
要
請
。
厚
労
省
か
ら
異
論
が

示
さ
れ
て
い
る
が
、「
規
制
改
革
推
進
会

議
答
申
に
向
け
て
、
医
療
・
介
護
ワ
ー

キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
に
お
い
て
引
き
続
き

審
議
を
進
め
る
」
と
し
て
い
る
。　

　

経
済
財
政
諮
問
会
議
の
下
に
設
置
さ

れ
て
い
る
「
経
済
・
財
政
一
体
改
革
推

進
委
員
会
」
の
社
会
保
障
ワ
ー
キ
ン

グ
・
グ
ル
ー
プ
が
５
月
19
日
に
再
ス

タ
ー
ト
し
た
。
昨
年
12
月
に
改
定
さ
れ

た
「
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工

程
表
２
０
１
９
」
の
社
会
保
障
分
野
の

進
捗
状
況
に
つ
い
て
厚
労
省
か
ら
ヒ
ア

齢
者
等
へ
の
地
域
支
援
に
関
す
る
実
態

調
査
―
早
期
対
応
を
中
心
と
し
て
―
」

の
結
果
に
基
づ
き
厚
労
省
に
勧
告
を

行
っ
た
。
認
知
症
疾
患
医
療
セ
ン
タ
ー

の
医
療
提
供
に
関
す
る
機
能
及
び
体
制

を
評
価
す
る
こ
と
を
医
療
セ
ン
タ
ー
実

施
要
綱
に
明
確
に
位
置
付
け
る
な
ど
、

認
知
症
医
療
の
中
核
と
な
る
医
療
セ
ン

タ
ー
の
事
業
評
価
の
適
正
化
等
を
要
請

し
て
い
る
。

　

中
医
協
は
５
月
13
日
の
総
会
で
、
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
抗
原
検

査
キ
ッ
ト
（
Ｓ
Ａ
Ｒ
Ｓ
‐
Ｃ
ｏ
Ｖ
‐
２

抗
原
検
出
）
の
保
険
適
用
を
了
承
し
た
。

Ｐ
Ｃ
Ｒ
検
査
と
比
べ
る
と
精
度
は
低

い
が
迅
速
な
診
断
が
可
能
。
一
定
の
ウ

イ
ル
ス
量
が
必
要
な
た
め
無
症
状
者
に

は
適
さ
ず
、
医
師
が
感
染
の
症
状
が
あ

る
と
判
断
し
、
必
要
性
を
認
め
た
上
で

使
用
す
る
。
抗
原
検
査
で
陰
性
の
場
合
、

Ｐ
Ｃ
Ｒ
検
査
を
追
加
的
に
受
け
る
こ
と

で
非
感
染
を
確
認
す
る
方
針
で
あ
る
。

　

な
お
保
険
点
数
は
、
検
査
価
格
の
実

態
を
踏
ま
え
、「
マ
イ
コ
プ
ラ
ズ
マ
抗
原

定
性
（
免
疫
ク
ロ
マ
ト
法
）」
の
４
回

分
６
０
０
点
を
準
用
す
る
。

MONTHLY
N O T E

マンスリーノート

医療保険等の動き

5        6
May June

確
保
し
た
受
入
病
床
数
は

ピ
ー
ク
時
見
込
み
の
５
割

5
月

10
日

【
新
型
コ
ロ
ナ
】

認
知
症
疾
患
医
療
セ
ン
タ
ー
の

事
業
評
価
の
適
正
化
な
ど
を
勧
告

5
月

12
日

【
認
知
症
医
療
】

新
型
コ
ロ
ナ
の
抗
原
検
査
キ
ッ
ト
の

保
険
適
用
を
中
医
協
が
了
承

5
月

13
日

【
診
療
報
酬
】

初
診
患
者
数
が
４
割
減
少

新
入
院
患
者
数
も
２
割
減
少

5
月

18
日

【
病
院
経
営
】

ス
イ
ッ
チ
Ｏ
Ｔ
Ｃ
化
促
進
に
向
け

推
進
会
議
が
意
見
ま
と
め
る

5
月

18
日

【
規
制
改
革
】

社
会
保
障
ワ
ー
キ
ン
グ・

グ
ル
ー
プ
が
再
ス
タ
ー
ト

5
月

19
日
【
経
済
・
財
政
一
体
改
革
】

オ
ン
ラ
イ
ン
資
格
確
認
や

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
の
活
用
を

5
月

18
日

【
情
報
利
活
用
】

18月刊基金 July 2020



を
行
っ
た
。

　

厚
労
省
は
６
月
３
日
、「
医
療
施
設

動
態
調
査
（
令
和
２
年
３
月
末
概
数
）」

を
公
表
し
た
。
病
院
に
つ
い
て
み
る

と
、
前
月
と
比
べ
施
設
数
は
９
減
少
し

た
。
内
訳
は
、
精
神
科
病
院
が
１
増
加
、

一
般
病
院
が
10
減
少
。
ま
た
病
床
数
は

２
７
１
１
床
減
少
し
た
。
そ
の
内
訳
は
、

療
養
病
床
１
９
１
４
床
、
一
般
病
床
４

３
７
床
、
精
神
病
床
３
５
１
床
な
ど
。

　

厚
労
省
は
６
月
３
日
、「
被
保
護
者

調
査
（
令
和
２
年
３
月
分
概
数
）」
を

公
表
し
た
。
前
年
同
月
と
比
べ
、
医
療

扶
助
の
人
員
は
１
万
７
０
８
８
人
減
少

し
１
７
３
万
６
６
２
９
人
、
介
護
扶
助

の
人
員
は
１
万
２
４
３
６
人
増
加
し
39

万
９
３
３
８
人
に
な
っ
た
。
生
活
保
護

の
申
請
件
数
は
２
万
１
０
２
６
件
で
、

前
年
同
月
と
比
べ
１
４
４
４
件
（
７
・

４
％
）
増
、
一
昨
年
同
月
と
比
べ
る
と

６
８
５
件
（
３
・
４
％
）
増
で
あ
る
。

管
理
料
等
を
算
定
す
る
病
棟
に
入
院
し

て
い
る
場
合
の
評
価
を
３
倍
に
引
き
上

げ
る
こ
と
な
ど
を
実
施
す
る
。

　

厚
労
省
は
５
月
27
日
、
本
年
５
月

診
療
分
の
診
療
報
酬
等
の
一
部
概
算
前

払
の
実
施
要
綱
を
示
し
た
。
新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
よ
り
収
入
が
減

少
し
福
祉
医
療
機
構
等
か
ら
の
融
資
が

必
要
に
な
っ
た
保
険
医
療
機
関
等
が
対

象
で
、
６
月
５
日
ま
で
に
申
請
す
れ
ば
、

６
月
下
旬
の
４
月
診
療
分
診
療
報
酬
等

の
支
払
時
に
、
４
月
診
療
分
に
加
え
て

５
月
診
療
分
の
一
部
を
概
算
前
払
す
る
。

　

政
府
は
５
月
27
日
、
今
年
度
の
第
２

次
補
正
予
算
案
を
閣
議
決
定
し
た
。
一

般
会
計
の
歳
出
は
31
兆
９
１
１
４
億
円
。

厚
労
省
分
は
一
般
会
計
が
３
兆
８
５
０

７
億
円
、
労
働
保
険
特
別
会
計
が
１
兆

４
４
４
６
億
円
。
医
療
関
係
で
は
、
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
緊
急
包
括

支
援
交
付
金
の
抜
本
的
拡
充
２
兆
２
３

リ
ン
グ
を
実
施
。
令
和
２
年
度
診
療
報

酬
改
定
や
、
国
保
の
法
定
外
繰
入
の
解

消
な
ど
が
報
告
さ
れ
た
。

　

日
本
医
師
会
は
５
月
20
日
、「
新
型

コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対
応
で
の
医
業
経
営

状
況
等
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
結
果
」
を
公

表
し
た
。
６
１
４
施
設
（
病
院
１
２
５
、

診
療
所
４
６
８
）
が
回
答
。
本
年
３
月

の
入
院
外
の
総
点
数
は
前
年
同
月
と
比

べ
、
病
院
は
３
・
６
％
増
で
あ
っ
た

が
、
診
療
所
は
９
・
４
％
減
と
１
割
近

く
減
少
。
外
来
受
診
が
昨
年
と
比
べ
て

「
減
っ
た
」
は
、
病
院
79
・
２
％
、
診
療

所
84
・
６
％
に
の
ぼ
っ
た
。
一
方
で
電

話
等
再
診
が
「
増
え
た
」
は
、
病
院
が

55
・
２
％
と
半
数
を
超
え
、
診
療
所
が

43
・
２
％
と
半
数
近
い
状
況
で
あ
る
。

　

中
医
協
は
５
月
25
日
の
総
会
で
、
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
患
者
へ
の
入

院
医
療
に
お
け
る
特
例
的
な
対
応
を
了

承
し
た
。
重
症
者
が
特
定
集
中
治
療
室

７
０
億
円
、
医
療
用
物
資
の
確
保
・
医

療
機
関
等
へ
の
配
布
等
４
３
７
９
億
円
、

検
査
体
制
の
充
実
、
感
染
拡
大
防
止
と

ワ
ク
チ
ン
・
治
療
薬
の
開
発
２
７
１
９

億
円
、
な
ど
が
計
上
さ
れ
て
い
る
。

　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策

専
門
家
会
議
は
５
月
29
日
、
同
25
日
の

緊
急
事
態
解
除
宣
言
を
受
け
て
、「
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
の
状

況
分
析
・
提
言
」
を
ま
と
め
た
。
再
度

の
感
染
拡
大
に
備
え
て
、
検
査
体
制
や

医
療
提
供
体
制
、
感
染
予
防
対
策
な
ど

の
強
化
を
国
や
都
道
府
県
等
に
求
め
て

い
る
。

　

厚
労
省
は
６
月
２
日
、
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
「
症
状
発
症
か
ら

９
日
以
内
の
者
に
つ
い
て
は
唾
液
Ｐ
Ｃ

Ｒ
検
査
を
可
能
」
と
す
る
こ
と
を
決
め

た
。
同
日
付
け
で
、
検
査
実
施
に
か
か

る
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
改
定
や
Ｐ
Ｃ
Ｒ
検
査

キ
ッ
ト
の
一
部
変
更
承
認
・
保
険
適
用

緊
急
包
括
支
援
交
付
金
の

抜
本
的
拡
充
な
ど
計
上

5
月

27
日

【
第
２
次
補
正
予
算
】

新
型
コ
ロ
ナ
に
よ
る
収
入
減
に
対
応

５
月
分
の
一
部
概
算
前
払
を
実
施

5
月

27
日

【
診
療
報
酬
】

患
者
の
増
加
に
対
応
可
能
な
医
療

体
制
の
構
築
へ
報
酬
引
き
上
げ

5
月

25
日

【
診
療
報
酬
】

３
月
の
入
院
外
の
総
点
数

診
療
所
は
１
割
近
く
減
少

5
月

20
日

【
医
業
経
営
】

再
度
の
感
染
拡
大
に
備
え
て

医
療
提
供
体
制
等
の
強
化
を

5
月
29
日

【
新
型
コ
ロ
ナ
】

療
養
病
床
は
１
９
１
４
床
減
少

一
般
病
床
は
４
３
７
床
減
少

6
月
3
日

【
医
療
】

医
療
扶
助
は
１
万
７
千
人
減
少

介
護
扶
助
は
１
万
２
千
人
増
加

6
月
3
日

【
生
活
保
護
】

症
状
発
症
か
ら
９
日
以
内
な
ら

唾
液
Ｐ
Ｃ
Ｒ
検
査
が
可
能
に

6
月
2
日

【
新
型
コ
ロ
ナ
】

月刊基金 July 202019



令和2年3月審査分の審査状況（医科歯科計）

　令和2年3月審査分の原審査および再審査の状況と、それぞれの時系列推移の概要です。 
　原審査の査定件数は71万件（対前年増減率+0.3%）、査定点数は3億904万点（同▲1.4%）となっています。
　一方、保険者からの申出による再審査の査定件数は20万件（同+4.2%）、査定点数は7,639万点（同+14.7%）
となっています。
　支払基金における審査状況の詳細は、支払基金ホームページ（https://www.ssk.or.jp/）からご覧いただけます。

処理区分

全管掌

件数 請求1万件
当たり件数

対前年増減率（％）

件数 請求1万件
当たり件数

請求 64,582,796 － 2.3 －
査定 713,058 110.4 0.3 ▲ 2.0

単月点検分 459,753 71.2 ▲ 5.0 ▲ 7.2
突合点検分 151,523 23.5 25.4 22.6
縦覧点検分 101,782 15.8 ▲ 4.1 ▲ 6.3

全管掌

点数 請求1万点
当たり点数

対前年増減率（％）

点数 請求1万点
当たり点数

121,233,884,279 － 4.0 －
309,040,221 25.5 ▲ 1.4 ▲ 5.2
247,986,507 20.5 ▲ 1.3 ▲ 5.1
31,781,352 2.6 0.6 ▲ 3.3
29,272,362 2.4 ▲ 4.5 ▲ 8.2

●原審査

●再審査

処理区分

全管掌

件数 請求1万件
当たり件数

対前年増減率（％）

件数 請求1万件
当たり件数

保
険
者

原審どおり 581,515 94.0 6.3 3.0
査定 204,235 33.0 4.2 1.1

単月点検分 98,918 16.0 4.3 1.1
突合点検分 44,187 7.1 ▲ 1.9 ▲ 4.8
縦覧点検分 61,130 9.9 8.9 5.6

審査返戻 3,349 0.5 2.4 ▲ 0.7
医
療
機
関

原審どおり 14,571 2.4 ▲ 4.9 ▲ 7.7
査定 8,000 1.3 1.0 ▲ 2.1

資
格
返
戻
等

資格返戻 101,820 15.8 ▲ 1.0 ▲ 3.3
事務返戻 18,734 2.9 8.0 5.6
その他 49,876 7.7 5.7 3.3

全管掌

点数 請求1万点
当たり点数

対前年増減率（％）

点数 請求1万点
当たり点数

－ － － －
76,386,719 6.3 14.7 11.3
37,723,202 3.1 14.1 10.7
13,015,641 1.1 4.8 1.7
25,647,876 2.1 21.4 17.7
59,779,133 4.9 ▲ 5.7 ▲ 8.6

－ － － －
▲ 14,081,309 ▲ 1.2 11.4 8.1

309,124,598 25.5 ▲ 0.4 ▲ 4.3
66,247,761 5.5 ▲ 7.0 ▲ 10.6

646,664,909 53.3 ▲ 5.9 ▲ 9.5

用語の説明
請　　求 医療機関から請求があったレセプトのうち、保険者等へ請求したもの
原 審 査 医療機関から請求があったレセプトに対する審査
再 審 査 原審査後のレセプトに、保険者又は医療機関が再度の審査を申し出たものに対する審査
査　　定

原審査 原審査において査定したもの
再審査 再審査の結果、診療内容について保険者又は医療機関からの申出により査定したもの

単月点検 明細書１件単位の審査

突合点検 医科・歯科レセプトと調剤レセプトを照合した審査
（医科・歯科レセプトと調剤レセプトを照合した結果、査定となった調剤レセプトの件数・点数を含む）

縦覧点検 複数月単位の審査（入院レセプトと外来レセプトを照合した審査＝入外点検を含む）
資格返戻 保険者から受給資格がないとの申出があり、医療機関に返戻照会したもの
事務返戻 保険者からの申出のうち、事務内容について医療機関に返戻照会したもの
そ の 他 医療機関からの取り下げ依頼等によるもの
請求1万件（点）当たり件数（点数）

原審査 原審査請求件数（点数）に対する原審査査定件数（点数） のもの
再審査 4 ～ 6か月前平均原審査請求件数（点数）に対する再審査査定件数（点数） のもの

※記号の説明    「－」は掲げる計数がないもの、「▲」は負数のもの

（件）

（件）

（点）

（点）

支払基金における審査状況

トップページ → 統計情報 → 審査統計支払基金 検 索
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原審査請求件数・点数の推移（医科歯科計）

原審査査定件数・点数の推移（医科歯科計）

請求件数

請求１万件当たり原審査査定件数

請求点数

請求１万点当たり原審査査定点数

5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月
審査月

7,100

7,400

5,600

5,900

6,200

6,500

6,800

（万件）

5,920

6,356

6,764

5,730

6,995

6,172

6,223

6,455
6,603

6,152
6,115 6,287

6,457

6,766

6,257
6,310

6,458

対前年増減率　＋2.3%
対前月増減率   ＋3.2%

5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月
審査月

110.0

117.0

124.0

131.0

138.0

145.0

（件）
152.0

103.0

123.8

149.1

113.0112.6

103.9

112.7

115.5

110.8

107.8

111.9
114.3

111.5

118.3
111.8

117.0
117.0

110.4

 対前年増減率   ▲2.0%
対前月増減率　▲5.6%

5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月
審査月

29.0

32.0

33.0

34.0

35.0

36.0
（件）

34.2
34.5

29.6

34.1

31.631.0

30.0

32.7

35.0

28.8
28.0

30.8

32.4

31.0

31.7 31.8 31.6 31.3

30.6

33.0

対前年増減率   ＋1.1%
対前月増減率　＋7.8%

5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月
審査月

1,050

1,100

1,150

1,200

1,250

1,300

（億点）

1,174

1,065

1,095

1,280

1,240

1,165

1,130

1,181
1,214

1,276

1,350

1,225

1,182

1,230
1,235

1,276

1,230 1,212

対前年増減率　＋4.0%
対前月増減率   ▲1.4%

5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月
審査月

26.0

27.0

28.0

29.0

30.0

30.5
（点）

26.4

27.1

28.8

28.3

25.7
25.0

27.8

26.9

26.4
26.3

26.4

26.9
26.5

26.0

24.5

26.2

26.2

27.1
26.8

25.5
対前年増減率　▲5.2%
対前月増減率　▲4.9%

5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
審査月

4月

5.5

5.7

5.9

6.1

6.3

6.5
（点）

5.3

5.1

5.2

6.4

5.9

6.1

5.8
5.7

6.5

5.1

5.6

5.9
5.9

6.3 6.3

6.0
6.0

5.8

6.3

対前年増減率 ＋11.3%
対前月増減率   ＋8.7%

再審査査定（保険者）件数・点数の推移（医科歯科計）

請求１万点当たり再審査査定点数請求１万件当たり再審査査定件数

令和元年度    　　　平成30年度　　　　 平成29年度

月刊基金 July 202021



H28
3月

H29
3月

H30
3月

H31
3月 4月

R1
5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

（百万件） （十億円）
1,250

1,200

1,150

1,100

1,050

1,000

950

900

850

800

750

110

105

100

95

90

85

80

75

70

65

60

55

50
R2
1月 2月 3月

合 計 医科 歯科 調剤 食事・生活療養費 訪問

金額 前月比 前年
同月比 金額 前年

同月比 金額 前年
同月比 金額 前年

同月比 金額 前年
同月比 金額 前年

同月比
百万円 ％ ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

協会けんぽ 495,459 104.3 99.5 343,158 99.2 51,719 100.8 97,515 99.6 1,624 97.7 1,443 105.1 
船員保険 1,611 110.1 96.6 1,137 94.6 146 97.9 315 104.1 8 90.5 4 122.1 
共済組合 91,550 104.0 95.5 60,958 94.8 10,776 102.9 19,296 94.0 240 94.8 281 100.0 
健保組合 302,942 100.9 94.7 202,988 94.9 35,833 96.9 62,526 92.7 775 95.1 821 94.8 
医療保険合計 891,562 103.1 97.4 608,241 97.3 98,475 99.6 179,652 96.5 2,647 96.7 2,549 101.0 
各法合計 225,439 104.6 100.2 161,270 99.6 9,869 100.8 43,005 101.7 6,165 99.3 5,130 107.2 
総計 1,117,001 103.4 98.0 769,511 97.8 108,343 99.7 222,657 97.5 8,811 98.5 7,679 105.1 

合 計 医科 歯科 調剤 食事・生活療養費 訪問

件数 前月比 前年
同月比 件数 前年

同月比 件数 前年
同月比 件数 前年

同月比 件数 前年
同月比 件数 前年

同月比
千件 ％ ％ 千件 ％ 千件 ％ 千件 ％ 千件 ％ 千件 ％

協会けんぽ 39,731 96.9 90.7 20,763 89.3 5,788 98.0 13,154 89.9 292 96.8 26 101.8 
船員保険 110 99.8 90.4 58 89.0 15 98.0 37 89.9 1 93.8 0 108.9 
共済組合 8,645 96.3 87.1 4,512 85.5 1,304 99.0 2,823 85.0 53 94.3 5 97.4 
健保組合 27,528 93.2 85.2 14,210 83.9 4,209 94.3 9,093 83.6 166 94.5 15 88.9 
医療保険合計 76,013 95.5 88.2 39,542 86.9 11,317 96.7 25,108 86.9 513 95.8 46 96.7 
各法合計 17,666 92.8 87.2 9,115 85.7 1,916 100.8 6,543 85.7 179 98.1 92 97.7 
総計 93,679 95.0 88.0 48,658 86.6 13,232 97.3 31,651 86.7 692 96.4 138 97.4 

（注1）数値は、突合点検による原審査結果を反映したものである。
（注2）百万円未満四捨五入のため、合計および総計が一致しない場合がある。

（注1）合計欄は、食事・生活療養費を除く件数とその対比である。 
（注2）千件未満四捨五入のため、合計および総計が一致しない場合がある。

　令和2年3月診療分の確定件数は総計で9,368万件であり、前年同月比で
は、総計は▲12.0%、医療保険分は▲11.8%、各法分は▲12.8%となっており
ます。
　確定金額は総計で1兆1,170億円であり、前年同月比では、総計は▲2.0%、
医療保険分は▲2.6%、各法分は＋0.2%となっております。
　確定件数の減少は、支払基金に請求されたアレルギー性鼻炎・アレルギー
性結膜炎・花粉症及びインフルエンザ疾患を含むレセプト件数の減少が主な
要因であると考えられます。
　アレルギー性鼻炎・アレルギー性結膜炎・花粉症は約1,022万件で前年同
月比▲359万件（▲26.0％）、インフルエンザ疾患は約87万件で前年同月比
▲66万件（▲43.1％）となっています。
　なお、日曜日・祝日を除いた平日の日数は、25日と昨年と同様でした。

診療報酬等確定件数・金額の月別推移

確定件数および金額の状況 診療報酬等
確定状況と
諸率の推移

種別

管掌別

管掌別

種別

件数（令和2年3月診療分）

金額（令和2年3月診療分）

　確定件数・金額とは、保険
医療機関が提出した診療報酬
等明細書（レセプト）につい
て、審査決定後に保険者等へ
の請求が確定した件数および
金額です。

　医療保険とは、全国健康保
険協会管掌健康保険、共済組
合および組合管掌健康保険の
被用者保険分です。
　また、各法とは、公的扶助、
社会福祉および公衆衛生等に
おける公的負担医療分です。

総計    1億643万件
医保 　　8,616万件
各法　　 2,027万件

総計　   9,368万件
医保 　  7,601万件
各法　   1,767万件

総計  1兆1,170億円
医保　　  8,916億円
各法　　  2,254億円総計 1兆1,404億円

医保  　  9,154億円
各法  　  2,249億円

金額
（右目盛）

件数
（左目盛）

22月刊基金 July 2020
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　　　令和元年度　　　平成30年度　　　平成29年度

※診療報酬等確定状況の詳細は、支払基金ホームページ（https://www.ssk.or.jp/）
　【トップページ → 統計情報 → 確定状況】で、ご覧いただけます。

　おおむね医療費の単価と見なせる1件当たり点数の推移について、医療保険分に係る診療種別（医科・歯科・
調剤）ごとに示しています。

1件当たりの点数の推移（医療保険分）

医科入院外

調剤

医科入院

歯科入院外

１件当たりの点数…レセプト点数をレセプト件数で除した、レセプト1件当たりの平均点数
　　　　　　　　　【算出方法：レセプト点数÷レセプト件数】

件数…�１か月ごとに提出されるレセプト1枚を1件とし、同一月内に入院および外来で受診した場合は、入院
で１件、入院外で1件として各々計上

点数…レセプト1件ごとの診療行為、医薬品等の点数の合計

当月　　　55,380点
前年同月　52,046点

（前年同月比+6.4％）

当月　　　1,195点
前年同月　1,163点

（前年同月比+2.8％）

当月　　　1,150点
前年同月　1,078点

（前年同月比+6.8％）

当月　　　　973点
前年同月　　884点

（前年同月比+10.1％）

月刊基金 July 202023



知っておきたい
病気の豆知識
連載132回

医学の
はなし

医療法人明心会
仁大病院
（愛知県）
理事長

舟橋 利彦

精神科領域からみた
『自律神経失調症』

　　

精
神
科
領
域
に
お
い
て
、
自
律
神
経
失
調
症

と
い
う
病
名
は
通
常
使
用
し
な
い
。
Ｉ
Ｃ
Ｄ-

10

※
1
の
Ｆ
コ
ー
ド
に
も
そ
の
記
載
は
な
い
。
小
職

の
経
験
と
し
て
、
会
社
を
休
む
時
に
提
出
す
る

診
断
書
の
病
名
に
、
患
者
本
人
の
不
利
益
に
な

ら
な
い
よ
う
、
20
年
程
前
ま
で
は
統
合
失
調
症
、

う
つ
病
の
替
わ
り
に
こ
の
病
名
を
多
用
し
た
こ

と
が
あ
る
。
し
か
し
、
精
神
科
疾
患
へ
の
理
解

が
深
ま
り
、
本
来
の
病
名
を
本
人
の
み
な
ら
ず

広
く
社
会
に
も
告
知
す
る
機
会
が
増
え
、
こ
の

病
名
を
使
用
す
る
機
会
は
殆
ど
な
い
。

　

厚
生
労
働
省
の
ｅ-

ヘ
ル
ス
ネ
ッ
ト
に
よ
る

と
、
自
律
神
経
失
調
症
と
は
、
ス
ト
レ
ス
な
ど

が
原
因
で
、
自
律
神
経
で
あ
る
交
感
神
経
と
副

交
感
神
経
の
バ
ラ
ン
ス
が
崩
れ
、
自
律
神
経
が

ス
ト
レ
ス
に
よ
っ
て
正
常
に
機
能
し
な
い
こ
と

に
よ
っ
て
起
こ
る
さ
ま
ざ
ま
な
症
状
の
総
称
、

と
し
て
い
る
。

　

日
本
心
身
医
学
会
で
は
「
種
々
の
自
律
神
経

系
の
不
定
愁
訴
を
有
し
、
し
か
も
臨
床
検
査
で

は
器
質
的
病
変
が
認
め
ら
れ
ず
、
か
つ
顕
著
な

精
神
障
害
の
な
い
も
の
」
と
暫
定
的
に
定
義
し

て
い
る
が
、
こ
の
病
気
は
日
本
で
は
広
く
認
知

さ
れ
て
い
る
も
の
の
Ｄ
Ｓ
Ｍ
※
2
で
は
定
義
さ
れ

て
お
ら
ず
、
Ｉ
Ｃ
Ｄ-

10
に
お
い
て
は
、
Ｇ
90

自
律
神
経
系
の
障
害
に
分
類
さ
れ
、
そ
の
中
の

Ｇ
90. 

9 

　
詳
細
不
明
と
し
て
い
る
。
こ
の
病
気

は
１
９
６
１
年
頃
に
東
邦
大
学
の
阿
部
達
夫
氏

が
定
義
し
た
も
の
と
さ
れ
る
が
、
現
在
も
医
学

界
で
は
独
立
し
た
病
気
と
し
て
認
め
て
い
な
い

医
師
も
多
く
、
疾
患
名
で
は
な
く
「
神
経
症
や

う
つ
病
に
付
随
す
る
各
種
症
状
を
総
称
し
た
も

の
」
と
い
う
の
が
一
般
的
な
国
際
的
理
解
で
あ

る
。 

 　

今
回
、
自
律
神
経
失
調
症
の
原
因
、
症
状
、

診
断
、
治
療
に
つ
い
て
述
べ
る
機
会
を
与
え
ら

れ
た
が
、
冒
頭
述
べ
た
通
り
、
精
神
科
領
域
に

お
い
て
Ｉ
Ｃ
Ｄ-

10
の
Ｆ
コ
ー
ド
に
そ
の
記
載
は

な
い
。
精
神
科
領
域
で
の
Ｉ
Ｃ
Ｄ-

10
分
類
で

は
、
Ｆ
30-

Ｆ
39　

気
分
﹇
感
情
﹈
障
害 

及
び

Ｆ
40-

Ｆ
48　

神
経
症
性
障
害
，
ス
ト
レ
ス
関
連

障
害
及
び
身
体
表
現
性
障
害
に
該
当
す
る
症
例

が
多
い
こ
と
に
な
ろ
う
。
加
え
て
、
心
身
医
学

療
法
算
定
の
対
象
病
名
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
Ｆ

45　

身
体
表
現
性
障
害
が
、
精
神
科
領
域
で
は

最
も
自
律
神
経
失
調
症
に
近
い
の
で
は
な
い
か
。

　

発
症
の
原
因
と
し
て
交
感
神
経
、
副
交
感
神

経
の
バ
ラ
ン
ス
が
崩
れ
る
こ
と
で
あ
り
、
そ
の

原
因
と
し
て
、
不
規
則
な
生
活
、
ス
ト
レ
ス
に

よ
る
刺
激
、
更
年
期
に
お
け
る
ホ
ル
モ
ン
の
乱

れ
（
更
年
期
障
害
）、
先
天
的
要
因
な
ど
が
挙

げ
ら
れ
る
。

　

症
状
は
、
全
身
的
症
状
と
し
て
倦
怠
感
、
不

眠
な
ど
、
器
官
的
症
状
と
し
て
頭
痛
、
動
悸
、

息
切
れ
、
め
ま
い
、
の
ぼ
せ
、
立
ち
く
ら
み
、

下
痢
や
便
秘
、
冷
え
な
ど
多
岐
に
渡
る
。
精
神

的
症
状
と
し
て
、
情
緒
不
安
定
、
イ
ラ
イ
ラ
や

不
安
感
、
う
つ
な
ど
の
症
状
が
現
れ
る
。

　

診
断
は
、
ま
ず
器
質
的
疾
患
を
鑑
別
す
る
こ

と
に
始
ま
る
こ
と
は
論
を
待
た
な
い
。
し
か
し
、

交
感
神
経
と
副
交
感
神
経
の
バ
ラ
ン
ス
が
崩
れ

て
い
る
こ
と
を
証
明
す
る
こ
と
は
な
か
な
か
困

難
で
あ
る
。
ポ
リ
グ
ラ
フ
検
査
に
て
自
律
神
経

の
状
態
を
把
握
す
る
こ
と
は
出
来
る
が
、
そ

の
ま
ま
確
定
診
断
に
結
び
付
け
ら
れ
な
い
。
し

た
が
っ
て
器
質
的
疾
患
で
は
な
い
こ
と
を
前
提

に
、症
状
か
ら
診
断
を
付
け
る
こ
と
に
な
る
が
、

精
神
科
領
域
に
お
い
て
は
、
Ｉ
Ｃ
Ｄ-

10
の
Ｆ

コ
ー
ド
の
診
断
を
付
け
る
こ
と
に
な
り
、
自
律

神
経
失
調
症
の
診
断
名
を
付
け
る
こ
と
は
ま
ず

な
い
。

　

治
療
法
と
し
て
、
薬
物
に
よ
る
対
症
療
法
、

心
身
医
学
療
法
と
な
る
が
、
精
神
科
領
域
に
お

い
て
は
、
Ｆ
コ
ー
ド
の
診
断
名
の
下
に
精
神
療

法
、
認
知
行
動
療
法
等
を
行
う
こ
と
と
な
る
。

※
1　

Ｉ
Ｃ
Ｄ-

10
：
世
界
保
健
機
関
憲
章
に

　
　

基
づ
き
、
世
界
保
健
機
関
（
W
H
O
）
が

作
成
し
た
分
類
の
第
10
回
改
訂
版

※
2　

Ｄ
Ｓ
Ｍ
：
精
神
障
害
の
診
断
・
統
計
マ

ニ
ュ
ア
ル

自
律
神
経
失
調
症
と
は

原
因
、
症
状
、
診
断
、
治
療
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information
理事会開催状況

プレスリリース発信状況

5月13日    令和2年2月診療分の件数が前年同月比で3.0%増加～インフルエンザの流行はピークを越える～

       4月記者発表事項について

5月理事会は新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から書面開催としました。議題は次のとおりです。
議　題
　１　議事
　　　法改正に伴う支払基金定款の一部変更等（案）

　２　報告事項
　　⑴　公益代表役員の公募
　　⑵　緊急事態措置に対する審査支払業務の対応方針
　　⑶　監事意見に対する取組の進捗状況

支払基金ホームページ（https://www.ssk.or.jp/）新着状況（抜粋）

5月  1日 オンライン請求用パソコン動作環境（診療報酬等の「対応セットアップCD-ROM」欄及び特定健診等の「OS
及びブラウザ」の記載等）を更新   

5月  7日 令和2年5月受付分から、受付・事務点検ＡＳＰチェックの一部が変更   
  統計情報に確定状況及び収納状況（令和2年2月診療分）を追加   
  統計月報（令和2年2月診療分）を掲載   
  令和3年度新規職員採用募集のスケジュールを一部変更   
5月   8日 各種記録条件仕様等を更新   
5月11日 月刊基金「令和2年5月号」を掲載   
  明細書を更新   
5月13日 レセ電通信を掲載   
5月18日 基本マスター（医科診療行為）を更新   
  医科電子点数表テーブル及び歯科電子点数表テーブルを更新   
5月19日 基本マスター（医薬品）を更新   
5月22日 レセ電通信（医科・ＤＰＣ）を掲載   
5月25日 「令和2年度診療報酬改定における施設基準の届出に係る臨時的な取り扱いについて」を掲載
5月26日 基本マスター（医薬品）を更新   
5月28日 基本マスター（医科診療行為、歯科診療行為、コメント）及びレセプト電算処理マスターファイル仕様説明

書を更新   
  医科電子点数表テーブル、歯科電子点数表テーブル、活用の手引き（医科）及び活用の手引き（歯科）を更新
5月29日 基本マスター（特定器材・調剤行為）を更新   
  「電子レセプトのCSV情報及びレセプト電子データのサンプルデータ」掲載事例を更新 

支払基金が受託している医療費助成に係る事業内容の更新
　新潟県及び広島県の一部市町村が実施する医療費助成事業の事業内容に変更がありました。
　なお、これまでに受託している医療費助成事業の詳細につきましては、支払基金ホームページよりご覧くだ
さい。

左の2次元バーコードから支払基金のホームページにおいて医療費助成事業につ

いて掲載しているページをご覧いただくことができます。

また、次の手順でも同じページをご覧いただけます。

トップページ → 事業内容 → 医療費助成事業関係業務 → 支払基金が受託している医療費助成事業

支払基金ホームページ  https://www.ssk.or.jp/ 支払基金

　　⑷　令和2年度委託金の状況
　　⑸　令和元年度診療報酬等債権譲渡・差押等処理状況

　３　定例報告
　　⑴　令和2年3月審査分の審査状況
　　⑵　令和2年5月審査分の特別審査委員会取扱状況
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